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はじめに

報告する期間

２００８年４月１日～２００９年３月３１日

報告対象の組織

長崎大学の全組織（事務局、各学部、各研究科、熱帯医学研究所、学内共同教育研究施設等、学部等附属教育
研究施設、附属図書館、医学部・歯学部附属病院、教育学部附属学校園、厚生補導施設等）

報告対象の分野

教育・研究等の大学活動における環境的側面

公表時期

２００９年９月（次回：２０１０年９月）

公表方法

長崎大学ホームページ

URL: http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/kankyo_houkokusho/env_report2008.html
冊子

参考としたガイドライン

環境報告ガイドライン ２００７年版（環境省）

URL: http://www.env.go.jp/policy/report/h19-02/index.html

環境報告書の記載事項等の手引き（環境省）

環境報告書の信頼性を高めるための自己評価の手引き【試行版】（環境省）

主な関連公表資料

長崎大学概要（URL: http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/gaiyo/h20/h20gaiyo.html）

長崎大学環境科学部 環境報告書２００５（URL: http://www.env.nagasaki-u.ac.jp/mainJ.html）

長崎大学共同研究交流センター環境安全マネージメント部門（URL: http://www.jrc.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学 環東シナ海海洋環境資源研究センター（URL: http://www-mri.fish.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学国際連携研究戦略本部（URL: http://www.cicorn.nagasaki-u.ac.jp/）

長崎大学 計画・評価本部（URL: http://www.hpe.nagasaki-u.ac.jp/data/index.html）

作成部署・連絡先

長崎大学 施設部 施設企画課
住所：〒８５２‐８５２１ 長崎市文教町１‐１４ Tel．０９５‐８１９‐２１３１ Fax．０９５‐８１９‐２１３３
E-mail shisetsu_kikaku@ml.nagasaki-u.ac.jp

この環境報告書に関するご意見や質問等は、上記部署で受け付けております。

また、回答に関しては、HP上で行う予定です。
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環境は、人類の生命、発展、生存に関わる外的な諸

条件の総体であり、将来にわたり人類が存続するため

の基盤として維持・保全されるべきものです。しかし、

社会の持続的発展に不可欠な人間の経済活動や産業活

動は環境に負荷を与え、地球規模の環境問題の解決は

喫緊の課題となっています。大学の知を糾合して、人

類の環境問題の解決に寄与することが期待されていま

すが、大学の機能である教育・研究・社会貢献および

医療の諸活動それ自体が、環境負荷を増大させる側面

もあります。ここに、大学が環境配慮促進法に定める

特定事業者として指定され、毎年、「環境報告書」を

公表する社会的責務が生じます。

長崎大学は、現在、８学部・５大学院研究科・１研

究所で構成される総合大学として、約２５００人の教職員

と約９２００人の学生（大学院生と学部生の総数）を擁し、

地域では有数の大事業所となっています。教職員の教

育研究活動に必要なエネルギー・物質・水資源の投入

量とCO２・化学物質・廃棄物等の排出量の最小化に、

大学全体で組織的に取り組まなければなりません。

長崎大学は、平成１６年４月の法人化に伴う第一期中

期目標において「地域社会と一体化した大学となるた

めに、環境マネジメントシステムを構築する」ことを

宣言し、環境配慮の目標を掲げました。その後、平成

１７年４月１日に、「特定事業者」の指定を受けて、環

境配慮に関する組織的な取り組みを開始しました。

長崎大学は、平成１８年３月に、地球環境の保全と人

間社会の持続的発展に寄与することは大学の社会的責

務であるとの認識に立ち、具体的に行動するため、「環

境の保全に関する教育研究活動の推進」、「学内活動に

伴う環境への負荷の低減」、「環境マネージメントシス

テムの構築」、および「環境配慮の方針および環境配

慮等の状況の公表」の４項目からなる「環境配慮の基

本方針」を定めました。「環境報告書２００５」を平成１８

年９月に初めて公表し、平成１９年に「環境報告書２００６」、

平成２０年に「環境報告書２００７」を、それぞれ公表しま

した。平成１８年１０月には、長埼大学環境委員会を設置

して、長崎大学における環境配慮の基本方針を実現す

る実施体制を整備しました。さらに、「長崎大学にお

けるエネルギーの使用の合理化に関する規程」を平成

１９年１１月に制定し、平成２０年３月には、「環境と安全

に関する手引き（改訂版）」を刊行しました。平成２０

年６月に「長崎大学地球温暖化対策に関する実施計

画」を策定し、目標達成のための具体的行動指針とし

て、「温室効果ガス排出量の削減行動計画」を定めて

います。

今年度は、「環境報告書２００８」の公表（平成２１年９

月）、環境ポスター事業（平成２１年７月～平成２２年１０

月）、平成２０年に策定した「長崎大学地球温暖化対策

に関する実施計画」に基づいた「環境アクションプラ

ン２００９」の策定と行動（平成２１年９月～平成２２年３月）

および学内ESCO事業等を予定し、大学全体として

環境負荷の低減に継続的に取り組んでいます。

今回の「環境報告書２００８」で公表する本学の環境配

慮への取り組みが、学生・教職員の関心を高め、地域

の方々のご理解とご支援を賜る契機となりますことを

期待します。

２００９年９月
国立大学法人長崎大学長

片峰 茂

学長緒言（環境報告書２００８の公表にあたって）

長崎大学長

片峰 茂

学
長
緒
言
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地球環境の保全と人間社会の持続的発展に寄与することは、長崎大学の社会的責務であるという認識に立ち、環

境科学部を擁する総合大学としての特徴を活かした環境保全に関する教育研究活動を推進するとともに、長崎大学

のすべての活動に伴う環境負荷の低減を図ることによって、社会からの要請に応えるため、次の基本方針を定める。

1 あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

2 多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

3 国際的環境研究・教育への協力、環境問題の相互理解と情報の共有を推進する。

4 産学官連携による環境研究を推進し、その研究成果の社会への還元に努める。

5 環境保全等に関する知識・技術を発信し、地域との連携・コミュニケーションを推進する。

1 エネルギー使用量の抑制、廃棄物の削減、資源のリサイクル等を積極的に推進する。

2 環境関連法規、規制と学内規定等を順守する。

3 環境汚染を予防し、キャンパス内の環境の保全・改善を図る。

２００６年３月２３日

長崎大学環境配慮の方針

１ 環境の保全に関する教育研究活動を推進する。

２ 学内におけるすべての活動に伴う環境への負荷を低減する。

３ 大学運営システムの一部としての環境マネージメントシステムを構築し、
定期的に見直すことによって、継続的改善を図る。

４ 環境配慮の方針及び環境配慮等の状況を、本学ホームページ上に公表する
ことによって、本学構成員に周知し環境配慮の意識向上を促すとともに、
社会への説明責任を徹底する。

長
崎
大
学
環
境
配
慮
の
方
針
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長崎大学が誇る特色
平成２０事業年度に係る業務の実績に関する報告書・全体的な状況
より引用

1 長崎大学は教育、研究の両面で世界のトップ

レベルを目指して、戦略的な教育研究企画を

推進し、教育・研究の更なる高度化、個性化

を図る。

2 「学生顧客主義」の標語の下、教養教育、学

部専門教育、大学院教育の充実を図って最高

水準の教育を提供するとともに、入学者選抜、

課外活動、就職などを含む学生生活の全般に

わたって支援体制を一段と強化する。

3 大学で創造する知的財産の適正な管理を行い、

知的財産と人的・物的資源を活用した地域連

携、産学官連携、国際的連携を通して教育・

研究成果の社会への還元を推進する。

4 不断に外部評価も含めた点検・評価を行い、

それを教育・研究の改善実施に直結できる体

制を整備し、かつ、その情報公開に努める。

5 教育研究組織、事務組織の見直しや情報の一

元的な管理体制を構築することにより業務の

高度化、効率化を図る。また、柔軟な管理運

営、人事、財務システムを導入して大学法人

の経営基盤を確立する。

（国立大学法人長崎大学中期目標（２００４年度～２００９年度）前文より）

1 活動概況

� 新しい大学運営体制の導入と活用

法人経営については役員会の構成員である理事が学

長の意志決定を支えることとなるが、本学の法人経営

と大学運営の責任を明確にするため、学長交代を機に、

従前の戦略企画会議を大学の運営本部的機能を有する

「学長・副学長会議」に再編し、副学長の権限・責任

の強化と増員を行い、大学の各種本部業務を副学長の

下にライン化した。副学長は、担当業務に関する全学

委員会の委員長や全学共同教育研究施設等の長として

業務を統括する。

「学長室」を学長の諮問機関として位置づけ、諮問

された大学の重要懸案ごとに外部有識者を含めたワー

キンググループを設置し、客観的見地からの意見を踏

まえた議論を展開し、見識ある調査・分析、企画・立

案を行うこととした。平成２０年度は医学部・歯学部附

属病院の改革に関するワーキンググループ「大学病院

改革検討委員会」を設置し、同ワーキンググループか

らの「医学部・歯学部附属病院を長崎大学病院とする

こと」、「病院長は学長が指名する理事が務めること」

等の学長への最終答申（平成２１年３月）を受けて、平

成２１年度からの実施を決定した。さらに、教養教育（全

学教育）の見直し等に関するワーキンググループを設

置し、検討を開始した。

長崎大学は、これまで「長崎に根付く伝

統的文化を継承しつつ、豊かな心を育み、

地球の平和を支える科学を創造することに

よって、社会の調和的発展に貢献する」と

の理念に基づき高度の教育・研究活動を展

開してきた。新世紀初頭の国立大学法人へ

の移行を契機に、更なる教育・研究の高度

化と個性化を図り、アジアを含む地域社会

とともに歩みつつ、世界にとって不可欠な

「知の情報発信拠点」であり続けることを

宣言する。

この理念の達成に向けた基本目標として、

以下の５項目の最重点事項を掲げています。

これらの目標の達成に向けて、長崎大学は次の

ような特色ある取組を展開しています。

長崎大学の理念と基本目標 活
動
概
況
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� 長崎大学の特徴を活かした教育研究組織の編成と

特色ある教育研究の推進

� 教育研究組織の編成

国際協力の現場、特に地球規模の健康課題に対処す

る分野で活躍できる高度な知識と技能を有する人材を

育成するため独立研究科として国際健康開発研究科

（修士課程）を設置した。本研究科を大学の戦略的観

点から運営するため、研究科長は学長が指名し、研究

科の管理運営（教員組織、教員人事、予算等）につい

ては学長を議長とする「国際健康開発研究科運営評議

会」が審議を行い、研究科に置く「教授会」は教学関

係事項の審議のみを行うという、新たな運営体制を構

築した。

情報文化教育課程を廃止し、学校教育教員養成課程

の一課程に再編することにより、教育学部を教員養成

学部に特化した。さらに、教育学研究科において、教

職実践専攻（専門職学位課程）及び教科実践専攻（修

士課程）を設置した。学生及び職員の健康を守り、予

防に努めるとともに、保健・医療分野での医療教育、

本学の地域連携及び地域貢献を県及び自治体と連携し、

推進することを目的として保健管理センターを改組し、

保健管理部門、カウンセリング部門、へき地病院再生

支援部門及び離島・へき地医療教育研究部門の４部門

を置く、保健・医療推進センターを設置した。

� 特色ある教育プログラムの推進

特色ある教育プログラムとして平成２０年度に下記の

３プログラムが採択された。

�「地域医療人育成プラットホームの構築」【教育
GP】：平成１６年度に特色GPに採択された「地

域と連携した実践型医学教育プログラム」をさら

に発展させ、６年一貫の地域医療教育体制を離島

の保健・医療・福祉施設を中心に構築し、全教育

課程を通して継続的に学ぶ「地域医療総合プログ

ラム」を実施する。

�「新興金融市場分析の専門家育成プログラム」【大
学院GP】：中国・韓国の大学とのネットワーク

による海外フィールド研究及び東京証券取引所で

のインターンシップの実施、アジア市場の分析に

焦点を当てたコース科目の実施等により、アジア

を中心とする新興金融市場で活躍する高度専門職

業人を育成する。

�「国際保健分野特化型の公衆衛生学修士コース」
【大学院GP】：国際基準を満たす国際保健学の

カリキュラムの実施、開発途上国での短期フィー

ルド研修と長期インターンシップの実施により、

開発途上国の現場で活躍できる実践的な国際保健

の問題解決能力を有する人材を養成する。

その他、健全な社会を支える技術者の育成【平成１８

年度採択：現代GP】、PATプログラムによる地域共

生力の育成【平成１９年度採択：現代GP】、学生が自

ら育む人間関係力醸成プログラム【平成１９年度採択：

学生支援GP】、がんプロフェッショナル養成プラン

【平成１９年度採択】を推進した。特に、平成１８年度に

採択された「現代『出島』発の国際人育成と長崎蘭学

事始」【現代GP】に基づき、ライデン大学と本学と

の学術交流・教育交流の促進のため、オランダ王国ラ

イデン市に長崎大学在ライデン国際交流推進室を設置

した。

� 長崎大学の個性を発揮するCOEおよび重点研究

１０課題と地域連携の推進

平成１８年度に選定した重点研究１０課題を推進するた

めに、学長、理事及び外部評価委員等による中間評価

を行い、３年間の進捗状況について検証し、各研究課

題の今後の推進体制について見直しを行った。

平成２０年度グローバルCOEプログラムに２１世紀

COEプログラムの成果を引き継いだ「熱帯病・新興

感染症の地球規模制御戦略」が採択された。ベトナム

プロジェクト拠点では、拠点共同研究室のNIHE・ハ

イテクセンターへの移転を行い、共同研究室の機能を

充実させた。また、平成１９年度グローバルCOEプロ

グラムに採択された「放射線健康リスク制御国際戦略

拠点」では、ベラルーシ共和国に「チェルノブイリ分

子疫学調査研究プロジェクト拠点」を設置するととも

に、WHOとの連携事業の展開、複数の国際シンポジ

ウムを開催するなど積極的な活動を行った。

長崎県内における治験産業の誘致・創出を目指して

「長崎治験事業推進連携チーム」を産学で結成して「長

崎県創薬・医工連携関連産業創出プロジェクト支援事

業」に応募し、採択された。工学部からの提案「離島

へき地の在宅介護力向上のための遠隔ケアシステムの

開発」が総務省の平成２０年度戦略的情報通信研究開発

推進制度に採択された。

� 学長のリーダーシップによる戦略的な法人経営

１．資源確保と効果的配分

人件費削減計画を計画通り実行し、学長管理教職員

ポストを６増やし１１とした。そのうち、教授１及び准

教授２の学長管理教職員ポストを保健管理センターを

活
動
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改組した保健・医療推進センターに配置した。平成２０

年度の科学研究費補助金、共同研究、受託研究、その

他の外部資金の獲得総額は前年度より１６７，４５８千円増

の４，７８０，９５３千円であった。工学部においては、TDK

株式会社からの寄附（５年間総額１３５，０００千円）を受

け「TDK寄附講座エネルギーエレクトロニクス学講

座」を設置した。また、医歯薬学総合研究科に長崎県

及び五島市からの寄附により設置している「離島・へ

き地医療学講座」については、平成２１年度から５年間

（総額２００，０００千円）の継続設置を決定した。知的財

産本部は�長崎 TLOと協働して、シーズ・ニーズ情
報の共有化を図るとともに技術分野別に役割分担を進

め、シーズ運用活動に重点を置いた結果、ライセンス

契約数は１７件、契約料は４６，７１６千円に達した（平成１９

年度比３件増、３７，７３８千円増）。施設の外部への貸出

しを拡大するため、貸出可能施設の拡充、本学ホーム

ページによる情報提供の充実、他機関のホームページ

へのリンク等を行った結果、大幅な増収（平成１９年度

比１５，６０７千円増）となった。さらに、長崎大学就業情

報管理システム、旅費業務の外部委託等による業務の

見直し、効率化を行った。

大学として重点的に取り組むべき優れた研究テーマ

として選定した重点研究１０課題を推進するため、学長

裁量経費（重点研究課題推進経費）の配分を増額

（８０，０００千円 対前年度４４，０００千円増）し、研究支援

員雇用、シンポジウム開催等の支援を行うとともに、

間接経費（全学共通経費）を用いて共通的研究設備の

整備・更新を優先的に行った。学長裁量経費の配分を

大幅に増額（１００，０００千円 対前年度７６，０００千円増）

し、国立科学博物館での企画展「熱帯感染症と『たた

かう』長崎大学」の開催、国際シンポジウムの開催、

下村脩名誉博士ノーベル化学賞受賞記念事業の実施等

を積極的に支援した。

２．男女共同参画の推進

男女共同参画の推進を図るため、新たに男女共同参

画担当の副学長を配置し、人事委員会の審議事項に男

女共同参画に関する事項を加えるとともに、同委員会

に男女共同参画推進専門部会を設置した。地域医療等

社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プロ

グラム「女性医師の麻酔科復帰支援プロジェクト」【平

成１８年度採択：医療人GP】により附属病院に設置し

た「女性医師麻酔科復帰支援機構」において、休職後

に復帰支援を必要とする女性麻酔科医及び麻酔科への

転向を希望する他分野女性医師を全国公募により専修

医として採用し、再教育プログラムにより復帰に向け

ての２年間の研修環境を提供した。

３．危機管理への対応

「長崎大学における新型インフルエンザの予防及び

対応に関する指針」を策定し、各部局、全構成員等へ

の周知を徹底した。学生の海外留学、海外研修、国際

ボランティア活動等の増加に伴う危機管理対策の一環

として「海外緊急事故対策シミュレーション」を実施

した。

� 長崎大学が持つ知的資産の積極的発信

「長崎大学学術研究成果リポジトリ（NAOSITE）」

の登録数の増加を図り、登録数は１万５千件以上とな

り、リポジトリの世界的総合ランキングWebometrics

Ranking of World Repositories で世界第１３２位、国内

第７位（平成２１年１月）にランクされた。東京・上野

公園の国立科学博物館において、企画展「熱帯感染症

と『たたかう』長崎大学」を３月に開催し、９日間の

開催期間中１万１千名以上の入場者があった。ノーベ

ル化学賞を受賞した下村脩名誉博士の講演会「ノーベ

ル賞受賞の原点－長崎大学」を大学生や長崎県内の高

校生、中学生など７００名を対象に本学中部講堂におい

て開催した。附属図書館は、長崎大学医学部の前身で

ある養生所の第２代教頭のアントニウス・ボードイン

が撮影・収集した古写真のアルバム「ボードイン・コ

レクション」などを電子化して「長崎学デジタルアー

カイブス」を公開した。

� 総括と展望

平成２０年度は、平成１６～１９年度の中期目標期間評価

を受審し、「業務運営・財務内容等の状況」、「教育研

究等の質の向上の状況」とも「良好である」との評価

結果であった。さらに、学部・研究科等の現況分析で

は、教育、研究とも良好な評価結果を得ている。上記

のように、平成２０年度の年度計画も順調に達成された。

中期目標期間の最終年度（平成２１年度）は、平成１６～

１９年度の中期目標期間評価結果で指摘された事項の改

善に努め、年度計画の達成により中期目標の実現を図

る。
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�上記の数値の詳細は、平成２０年度長崎大学概要をご覧ください。
http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/gaiyo/h20/h20gaiyo.html

役員・職員数

役員 教育職員
その他
の職員 合計

学長 理事 監事 教授 准
教授 講師 助教 助手 教諭 計

１５（１）１（１）３１５２５８ ９７３４３ ８ ９３１，１１４１，３７７２，４９８

役員・職員数 平成２０年５月１日

学生数 平成２０年５月１日

大学院（現員数）

修士・博士前期課程 博士・博士後期課程

１年次２年次 計 １年次２年次３年次４年次 計

３７５ ４２９ ８０４ １５０ １４１ １６９ ２１３ ６７３

学部（現員数）

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次 ６年次 計

１，７１７ １，６９７ １，７８７ ２，１８４ １７１ １５６ ７，７１２

※理事（１）、監事（１）は、非常勤役員で外数
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機　構　図�

（平成20年7月1日）�

学務情報推進室�

総務課�

企画課�

人事企画課�

人事管理課�

研究企画課�

国際交流課�

財務課�

経理課�

調達課�

教育支援課�

学生支援課�

入試課�

施設企画課�

施設整備課�

環境整備課�

情報企画課�

学術情報管理課�

学術情報サービス課�

�
附属教育実践総合センター�

附属小学校�

附属中学校�

附属特別支援学校�

附属幼稚園�

医学研究科（平成１４年度から募集停止）�

附属練習船鶴洋丸�

附属練習船長崎丸�

附属原爆後障害医療研究施設�

附属薬用植物園�

附属アジア・アフリカ感染症研究施設�

附属熱帯性病原体感染動物実験施設�

附属熱帯医学ミュージアム�

医学分館�

経済学部分館�

保健・医療推進センター�

先導生命科学研究支援センター�

情報メディア基盤センター�

共同研究交流センター�

生涯学習教育研究センター�

留学生センター�

大学教育機能開発センター�

アドミッションセンター�

環東シナ海海洋環境資源研究センター�

心の教育総合支援センター（時限設置）�

やってみゅーでスク（時限設置）�

医学部・歯学部附属病院�

計画・評価本部�

国際連携研究戦略本部�

知的財産本部�

監査室�

経営企画課�

総務課�

調達管理課�

医事課�

患者サービス課�

総務課�

学術協力課�

歯学系事務室�

薬学系事務室�

総務部�

�

�

�

研究国際部�

�

財務部�

�

�

学生支援部�

�

�

施設部�

�

�

学術情報部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

学 長 選 考 会 議 �

事 務 局 �

教 育 学 部 �

経 済 学 部 �

水 産 学 部 �

生産科学研究科�

国際健康開発研究科�

熱帯医学研究所�

医歯薬学総合研究科�

環境科学部�

附属図書館�

医 学 部 �

歯 学 部 �

薬 学 部 �

工 学 部 �

教育学研究科�

経済学研究科�

学 長 �

役 員 会 �

理事（6）�

経 営 協 議 会 �

教育研究評議会�

監事（2）�
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佐世保市�
Sasebo City

佐世保線�
Sasebo Line
早岐�
Haiki

長崎空港�
Nagasaki Airport�

�

時津�
Togitsu

長崎市�
Nagasaki City

Nagasaki Peninsula野母�
Nomo

長�
崎�
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大村市�

嬉野�
Ureshino

Omura Line

Omura City

佐　賀　県�
Saga Prefecture

諫早市�
Isahaya City

千々石湾�
Chiziwa Bay

小浜�
Obama

加津佐�
Kazusa

礫石原�
Kureishibaru

島原鉄道�
Shimabara Railway

島原市�
Shimabara�
City

雲仙国立公園�
Unzen National Park

大 村 湾 �
Omura Bay

西 彼 杵 半 島 �
Nishisonogi Peninsula

大�

村�

線�

1

2

3 4
5
6
7
8

9

10

●１ 臨海研修所
Seaside Training Center

●２ 環東シナ海海洋環境資源研究センター
Institute for East China Sea Research

●３ 教育学部附属特別支援学校
School for Children with Special Education Needs

●４ 教育学部附属幼稚園、附属小学校、附属中学校
Kindergarten, Elementary School, Lower Secondary School

●５ 知的財産本部、監査室、学務情報推進室、事務局、
教育学部、附属教育実践総合センター、薬学部、
工学部、環境科学部、水産学部、
附属図書館（中央図書館）、生産科学研究科、
医歯薬学総合研究科（薬学系）、附属薬用植物園、
保健・医療推進センター、
情報メディア基盤センター、
共同研究交流センター、
生涯学習教育研究センター、留学生センター、
大学教育機能開発センター、
アドミッションセンター、
心の教育総合支援センター、やってみゅーでスク
Intellectual Property Center, Audit Office, Student Affairs Infor-
mation Promotion Office, Administration Breau, Faculty of Edu-
cation, Center for Education Research and Training, School of
Pharmaceutical Sciences, Faculty of Engineering, Faculty of En-
vironmental Studies, Faculty of Fisheries, Main Library, Gradu-
ate School of Science and Technology, Graduate School of Bio-
medical Sciences (Pharmaceutical Sciences), Medicinal Plant
Garden, Center for Health and Community Medicine, Informa-
tion Media Center, Joint Research Center, Education and Re-
search Center for Life-long Learning, International Student Cen-

ter, Research and Development Center for Higher Education,
Admission Center, Center for Total Human Education and Child
Welfare, Yattemyu Desk

●６ 国際連携研究戦略本部、医学部（医学科）、
熱帯医学研究所、医歯薬学総合研究科（医学系）、
国際健康開発研究科、
附属原爆後障害医療研究施設、
先導生命科学研究支援センター、
附属図書館（医学分館）
Center for International Collaborative Research
School of Medicine (School of Medical Sciences)
Institute of Tropical Medicine
Graduate School of Biomedical Sciences (Medical Sciences)
Graduate School of International Health Development
Atomic Bomb Disease Institute
Center for Frontier Life Sciences
Medical Library

●７ 医学部・歯学部附属病院、歯学部、
医歯薬学総合研究科（保健学系・歯学系）、医学部
（保健学科）

University Hospital of Medicine and Dentistry,
School of Dentistry Graduate School of Biomedical Sciences
(Health Sciences・Dental Sciences), School of Medicine (School
of Health Sciences)

●８ 経済学部、附属図書館（経済学部分館）
Faculty of Economics, Economics Branch Library

●９ 野母崎研究施設
Nomozaki Research Laboratory

●１０ 九州地区国立大学島原共同研修センター
Shimabara Joint Training Center for National Universities in Ky-
ushu Area

●長 崎 県 Nagasaki Prefecture

長崎大学位置図 Location Map活
動
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金比羅山�
Mt. Konpira

長崎駅�
Nagasaki�
Station

長崎駅�
Nagasaki�
Station

石橋�
Ishibashi

至茂木�
To Mogi

思案橋�
Shianbashi

諏訪神社前�
Suwa Shrine Mae

至諫早�
To Isahaya蛍茶屋�

Hotarujaya
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To Tomachi
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Nagasaki Port
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至時津�
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●長 崎 市 Nagasaki City

●１ 経済学部、附属図書館（経済学部分館）

Faculty of Economics, Economics Branch Library

●２ 医学部・歯学部附属病院、歯学部、

医歯薬学総合研究科（保健学系・歯学系）、医学部

（保健学科）

University Hospital of Medicine and Dentistry, School of Den-
tistry, Graduate School of Biomedical Sciences (Health Sci-
ences・Dental Sciences), School of Medicine (School of Health
Sciences)

●３ 国際連携研究戦略本部、医学部（医学科）、

熱帯医学研究所、医歯薬学総合研究科（医学系）、

国際健康開発研究科、

附属原爆後障害医療研究施設、

先導生命科学研究支援センター、

附属図書館（医学分館）

Center for International Collaborative Research
School of Medicine (School of Medical Sciences)
Institute of Tropical Medicine
Graduate School of Biomedical Sciences (Medical Sciences)
Graduate School of International Health Development
Atomic Bomb Disease Institute
Center for Frontier Life Sciences
Medical Library

●４ 知的財産本部、監査室、学務情報推進室、事務局、

教育学部、附属教育実践総合センター、薬学部、

工学部、環境科学部、水産学部、附属図書館、

生産科学研究科、医歯薬学総合研究科（薬学系）、

附属薬用植物園、保健・医療推進センター、

情報メディア基盤センター、

共同研究交流センター、

生涯学習教育研究センター、留学生センター、

大学教育機能開発センター、

アドミッションセンター、

心の教育総合支援センター、やってみゅーでスク

Intellectual Property Center, Audit Office, Student Affairs Infor-
mation Promotion Office, Administration Bureau, Faculty of
Education, Center for Education Research and Training,School
of Pharmaceutical Sciences, Faculty of Engineering, Faculty of
Environmental Studies, Faculty of Fisheries, Main Library,
Graduate School of Science and Technology, Graduate School of
Biomedical Sciences (Pharmaceutical Sciences), Medicinal Plant
Garden, Center for Health and Community Medicine, Informa-
tion Media Center, Joint Research Center, Education and Re-
search Center for Life-long Learning, International Student Cen-
ter, Research and Development Center for Higher Education,
Admission Center, Center for Total Human Education and Child
Welfare, Yattemyu Desk

●５ 教育学部附属幼稚園、附属小学校、附属中学校

Kindergarten, Elementary School, Lower Secondary School

●６ 国際交流会館

International House

●７ 教育学部附属特別支援学校

School for Children with Special Education Needs

活
動
概
況
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2 環境配慮の計画と実績の要約

は、平成２０事業年度に係る業務の実績に関する報告書に記載された事項

環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２０年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２０年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

１．環境の安全に関する教育研究活動を推進する。

環境教育活動

1あらゆる専門分野
から環境問題への
教育研究を進め、
環境配慮に貢献で
きる人材を育成す
る。

○教育内容の学際化、高度化及び国際
化への対応を行う。また安全、環境、
倫理等の内容を含む多様な授業科目
を充実させる。

【全学教育】
○全学教育科目における環境に対する教育を行った。
【経済学部】
○環境問題に関するテーマで卒業研究が行われ、卒業論文
２７件がまとめられた。
○基礎ゼミ（２年生、後期）において、２ゼミが環境問題
をとり上げた。
○教養セミナー（１年生、前期）において、３ゼミが環境
問題を取り上げた。
【工学部】
○卒業研究、大学院特別研究において環境改善や低環境負
荷型材料に関するテーマを設定し、研究、実験活動を通
して、環境問題の解決に向けた教育を行った。
○工学部では、安全及び環境並びに倫理等の内容を含む科
目や工学力養成教育のための「創成プロジェクト」科目
を開講した。
機械システム工学科では、現代のハイテク技術および地
球温暖化抑制策に対して総合的に対応できる基礎力をつ
けた人材を育成するため、学部３年生の必修科目として
「エネルギーと環境」を開講した。

【歯学部】
○４年生を対象とした衛生学の講義実習にて安全・環境・
倫理等に関する教育を実施した。
○全学教育、人間科学科目、生命の科学（環境ストレス防
御）の講義を行った。

【薬学部】
○環境衛生学において、人口問題や環境破壊などの問題を
含めた地球環境の現状とその生命への影響について講義
を行った。また、衛生薬学では、健康に関わる内容を中
心に、生活環境と健康、化学物質の生体への影響、疾病
の予防、栄養化学を中心に講義を行った。

【熱帯医学研究所】
○医学研究のための国際倫理コース
（６th Nagasaki International Course on Research Ethics）
の開催
○世界保健ニーズに応える医薬品研究開発ディプロマコー
ス（Diploma Course on Research & Development of
Products to Meet Public Health Needs）の開催
○熱帯医学研修課程の実施
○熱帯医学修士課程の実施
【大学教育機能開発センター】
○新入生オリエンテーションにおいて環境に対する意識の
伝達及び学生便覧への掲載
○全学教育科目における環境に対する教育
【共同研究交流センター】
○大学から排出される実験廃液の管理状況の理解を促すた
め、工学部応用化学科の学生を対象に実験廃液処理施設
の見学会を実施した。
○共同研究交流センターの機器利用者を対象に、環境配慮
に係わる諸注意を含む機器利用者講習会を開催した。

環
境
配
慮
の
計
画
と
実
績
の
要
約

10 Environmental Report 2008



環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２０年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２０年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

○教育学部では改組による学校教育教
員養成課程の充実に対応した新カリ
キュラムを、環境科学部では文理融
合教育を充実させた新カリキュラム
をそれぞれ実施する。

【教育学部】
○学校教育教員養成課程の充実に対応した新カリキュラム
として、既存の教科としての必修科目である公民科教育
や総合演習（環境教育演習）、また、選択科目である環
境教育の内容の充実を図った。また、新しい取り組みと
して、外部専門家を交えたエネルギー環境教育ワーク
ショップ（計８回分）を開催し、授業化の検討を行った。
○学部３年次生（学校教育教員養成課程は選択科目、情報
文化教育課程は必修科目）を対象とした「環境教育」の
授業、学部２年次生（必修科目「総合演習」の中の１テー
マ）を対象とした「環境教育演習」の授業を実施した。
○環境配慮に関連する卒業論文１２件が提出された。
【環境科学部】
○各種資格取得等のための新たな授業科目を開講した。
○各種資格取得等のため環境再生医初級資格認定実施校と
なった。
○本学部の教育目的により環境教育を継続的に実施した。
○環境科学部EMS学生委員会による ISO１４００１内部監査
を実施した。

【生産科学研究科】
○水産学専攻、海洋生産科学専攻を中心に、生産科学研究
科内に設置した「海洋環境・資源研究実践教育プログラ
ム」で取り組みを継続した。平成２０年度は博士前期課程
２３名（１年９名、２年１４名）、後期課程１５名（１年３名、
２年６名、３年６名）の登録者の教育を行った。

○生産科学研究科においては、平成１７
年度採択大学院GP「海洋環境・資
源の回復に寄与する研究者養成」に
よる取組を継続し、高度専門職業人
養成の指導体制を充実させる。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２０年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２０年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

環境研究活動

2多様な専門分野が
連携した環境研究
を遂行する。

○環東シナ海海洋学・水産学研究を国
際的に展開するためのワークショッ
プや共同研究を積極的に推進する。

○第３回長崎大学－韓国海洋研究院合同干潟シンポジウム
を開催した。
○「第３回ECSER（Institute for East China Sea Research）
シンポジウムMarine Ecophysiology」および「第１５回魚
類生理学研究会」を開催した。
○韓国麗水の全南大学との共同研究を行った。
○有害赤潮生物の分子同定技術国際ワークショップを実施
した。
○環東シナ海海洋環境資源研究センターを国内外の海洋・
水産研究機関との共同研究推進基地として活用した。
○有害赤潮の研究推進と研究情報交換を目的とした第５回
日中韓国際有害プランクトンワークショップ（EASTHAB５）
を中国・杭州で共催した。
○環東シナ海国際共同研究推進に関する協議会を開催した。

国際連携活動

3国際的環境研究・
教育への協力、環
境問題の相互理解
と情報の共有を推
進する。

○東アジア経済に関わる研究や日本－
台湾－韓国－中国を結ぶ環境学研究
教育ネットワーク形成を更に推進す
る。

○学術交流協定を締結した淡江大学（台湾）、江原大学（韓
国）及び杏林大学（中国）を中心に、日本－台湾－韓国
－中国を結ぶ環境学研究教育ネットワーク形成を更に推
進した。

【環境科学部】
○２００８年４月
淡江大学（台湾）及び環境科学部共催により環境科学部
で、「２００８持続発展と未来構想」国際会議を開催した。
○２００８年１２月
中国、韓国、台湾および国内の研究者を招待し、環境科
学部主催で、国際会議「環東シナ海の環境化学国際シン
ポジウム」を開催した。
○アジア諸国等からの留学生（秋期入学）の検討のための
講演会を開催した。

【経済学部】
○アジア経済研究所、中国経済情報研究会等の会員となり、
開発途上地域に関する出版物、中国経済に関する各種調
査資料及びアジアの政治経済のデータベース利用などの
提供を受け、積極的に情報収集を行った。

○済州大学校（韓国）に設置した交流
推進室を活用する。更なる拠点とし
て上海水産大学（中国）に交流推進
室を設置する。

○東アジア地域を中心とする海洋関連の国際共同研究を推
進するため、平成１８年度に設置した済州大学校交流推進
室（韓国）に続いて、上海海洋大学交流推進室（中国）
を設置した。
○新たにライデン大学との国際交流推進室をオランダ王国
ライデン市に、また上海海洋大学（中国）との交流推進
室を本学及び上海海洋大学に設置した。

○上海海洋大学交流推進室を設置した。
○交流推進室では、長崎大学と済州大学校との間の共同研
究支援、学生交流支援、シンポジウム・ワークショップ
の開催支援を実施した。
○済州大学校キャンパスで「第２回長崎大学オープンキャ
ンパス in 済州大学校」を開催した。（５月）
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２０年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２０年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

【環東シナ海海洋環境資源研究センター】
○済州大学校（韓国）交流推進室の活動状況
シンポジウムの準備／連絡調整・通訳／翻訳・長崎大学
／済州大学の情報提供・研究者データベースの作成・留
学生／留学希望学生への情報提供／相談など
○中国との共同研究を推進し、研究者、学生の交流を図る
拠点として上海海洋大学に交流推進室を設置した。

【環東シナ海海洋環境資源研究センター】
○２００８年１１月
長崎大学－韓国海洋研究院合同干潟シンポジウムを開催
○連携融合事業を通し、他機関と共に海洋環境の保全に関
する研究を推進した。

【環境科学部】
○中国、韓国、台湾および国内の研究者を招待し、環境科
学部主催の国際会議を開催した。
○韓国における有機スズ汚染レベルを調査した。
○東アジアにおける包括的な環境ホルモン生物影響把握へ
の貢献した。
○ドイツ・ハレ大学学生の論文（日本の修士論文に相当）
執筆のため助言と調査活動へ協力した。
○淡江大学英国語文学系─長崎大学環境科学部共催「２００８
永續發展與未來想像研討會」（２００８年４月２５日）を、長
崎大学で実施した。
○台湾淡江大学で The Fourth Tamkang International Con-
ference on Ecological Discourse が２００８年５月２３－２４日、
開かれた。
○日本－台湾－韓国－中国を結ぶ環境学研究教育ネット
ワーク形成を推進している。

【工学部】
○日本学術振興会の拠点大学方式による日韓国際共同研究
「環境低負荷型のセラミックス型複合材料の開発」に参画
し、環境低負荷型の炭素系複合材料の研究開発を行った。

【環東シナ海海洋環境資源研究センター】
○済州大学校大学院生（１０名）を学生交流のため受け入れ
た。
○東シナ海の環境と資源に関する国際シンポジウムを開催
した。
○上海海洋大学と交流推進室の設置について協議した。
○ガラパゴス研究所から研修員の受け入れた。
○環東シナ海国際共同研究推進に関する協議会を開催した。
【熱帯医学研究所】
○「大洋州予防接種事業強化プロジェクト」（J-PIPS）に
おいて、大洋州の対象１３カ国に対して、継続的にEPI
関連廃棄物処理に関する地域内研修の実施および社会シ
ステムの構築と助言、さらに人材育成を行っている。

○環東シナ海海洋環境と資源の保全に
向けて連携融合事業（東アジア河口
域の環境と資源回復の保全・回復に
関する研究調査）を継続し、韓国・
中国の大学等との共同研究を推進す
る。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２０年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２０年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

産学官連携活動

4産学官連携による
環境研究を推進し、
その研究成果の社
会への還元に努め
る。

【教育学部】
○漂着ごみに関する国内削減方策モデル調査に協力した。
○「産業・情報技術等指導者養成研修」を実施した。
【生産科学研究科】
○産学官連携で CO２削減に関する研究を実施した。
○「TDK寄附講座エネルギーエレクトロニクス学講座」
を設置した。

地域連携活動

5環境保全等に関す
る知識・技術を発
信し、地域との連
携・コミュニケー
ションを推進する。

【教育学部】
○教育学部、環境科学部、工学部と外部の関連機関が連携
して設立した長崎大学エネルギー環境教育研究会（教育
学部内に事務局）を運営した。
○学部の教員・学生が、学校等の外部機関と連携して出前
授業を行った。

【環境科学部】
○長崎市が主催する長崎伝習所内に長崎ESTステークホ
ルダー会議塾を立ち上げ、一般市民の参加の下で、長崎
市における持続可能な交通に関する知識・情報を提供し、
様々な議論を重ねた。また、その成果を提言書にまとめ
公表した。
○環境科学部内に設置の環境教育研究マネジメントセン
ター（ERMAC）で雲仙Eキャンレッジプログラムを推
進した。
○「環境省国連持続可能な開発のための教育の１０年促進事
業」採択による事業を展開した。

【環東シナ海海洋環境資源研究センター】
○２００８年１０月
ながさき水産科学フェアを開催
○長崎大学と長崎市中央公民館共催により長崎出島サイエ
ンスカフェが開催された。

【熱帯医学研究所】
○全国共同利用研究所としての役割も持っている熱帯医学
研究所では、本研究所の教員や研究者が所外の研究者ら
と共同で研究討論集会を行った。

【共同研究交流センター】
○共同研究交流センターでは、地域の人材育成事業（「長
崎県長崎・島原地域産業活性化人材養成等支援事業」）
の一環として、長崎県等と共同で環境分析技術研修を
行った。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２０年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２０年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

２．学内におけるすべての活動に伴う環境への負荷を低減する。

1エネルギー使用量
の抑制、廃棄物の
削減、資源のリサ
イクル等を積極的
に推進する。

○情報のデータベース化と既存書類の
電子化を含むペーパーレス化を引き
続き推進する。

○長崎大学就業情報管理システムの導入により、事務系職
員の就業情報を電子化し、出勤簿や休暇簿等の印刷物を
廃止した。また、調達業務における業者への入札説明書
の交付を紙媒体から電子媒体への移行を推進した。

○光熱水料等管理費の低減に向けた取
組を引き続き行う。
○エネルギー使用量の公開やポスター
等により省エネルギーを推進し、温
室効果ガスの削減への意識啓発を引
き続き図る。

○新聞等の定期刊行物の精選及び数量の見直しを引き続き
行い、約５８０千円の経費を削減した。
○省エネポスターを掲示し、省エネルギーを推進するとと
もに、環境対策等啓発キャンペーンポスターを全学に募
集し、２３４点の応募者の中から大賞及び最優秀賞（３点）
を選定するなど、温室効果ガスの削減への意識啓発を
図った。

○書類のペーパーレス化を引き続き推進した。
○設備更新時の配慮
①冷暖房設備（ガス式へ）の更新
②新型（節電型）設備機械等への更新
③実習機器の更新（低廃棄型）

○節電の通知
○環境対策等啓発キャンペーンポスターの掲示を行い、学
生及び教職員への意識啓蒙を図った。
○夏季における軽装の励行
【医学部・歯学部附属病院】
○夜間の加湿および給湯をアキュムレーターより供給した。
○新病棟と本館ボイラーの蒸気をバイパス管で接続し、夜
間のボイラー運転を１台停止し、エネルギーの使用を低
減した。
○新病棟便所の排水に井水の洗浄水を使用した。
○照明器具による節電効果を図った。
○本館外来、研究棟と旧病棟間に冷暖房用ビニールカーテ
ンを設置した。
○冷房、暖房期の運転スケジュール表を作成した。
○新病棟に太陽光発電装置を設置した。
○新病棟にHf 型照明器具を採用した。
○新病棟に高効率型変圧器を採用した。
【先導生命科学研究支援センター】
○動物実験施設のすべての窓ガラス内面にポリエステル製
フィルムを貼付した。

【共同研究交流センター】
○環境安全マネージメント部門において、実験廃液の削減
や不明廃液の発生防止等を呼びかけた。

【附属図書館】
○医学分館１階・２階閲覧室の南側と西側窓ガラスに、赤
外線及び紫外線防止用のコーティング処理を行い、室内
温度上昇を抑えることにより冷暖房効率の改善を図った。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２０年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２０年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

2環境関連法規、規
制と学内規定等を
順守する。

○核燃料物質、RI、毒劇物及び病原体
等の使用状況等の検証及び「PRTR
法」への対応を継続する。

○先導生命科学研究支援センター・アイソトープ実験施設
については、平成２０年１２月に文部科学省の立ち入り検査
を受検し、施設の健全性の確認を受けた。
○核燃料物質及びRI については、定期的な検証を行い、全
学の放射線同位元素等安全管理委員会において報告した。
○「PRTR」については、共同研究交流センター環境マネ
ジメント部門が対応し、調査結果は大学ホームページ及
び「環境報告書」に公表した。

【共同研究交流センター】
○環境安全マネージメント部門において、学内からの排水
を定期的にチェックし、基準値を超えないように改善対
策を依頼するとともに、必要に応じて対策の相談に応じ
た。

3環境汚染を予防し、
キャンパス内の環
境の保全・改善を
図る。

○構内環境美化に対する意識の向上を
図るため、緑化保全等、美しいキャ
ンパスづくりを進める。

○教職員及び学生の有志による周辺通路及びキャンパスの
早朝清掃を定期的に行った。また、文教キャンパスでは
正門や広場の環境整備を行い、学生の自主企画による池
の水質改善を含め、美しいキャンパスづくりを推進した。
片淵キャンパスにおいては、登録有形文化財等案内サイ
ンの設置、バイク駐輪場・通路の整備を行った。

【歯学部】
○キャンパス内環境の改善
�歯学部敷地内の全面禁煙
�黒板のホワイトボードへの切換え

【教育学部】
○学生がポスターを作成した。
○環境啓発ポスターを作成している。
【水産学部】
○屋上緑化、建物周辺の清掃・整備、サークル室周辺の舗
装整備、外部階段の雨水対策

【医学部】
○敷地内の全面禁煙
【共同研究交流センター】
○共同研究交流センター環境安全マネージメント部門にお
いて、学内の実験廃液の分別貯留の徹底を図った。

【環境科学部】
○環境科学部環境管理マニュアルを更新した。
【経済学部】
○経済学部土地の一部譲渡に伴う市道拡幅工事が長崎市に
より施工されており、樹木の伐採等が実施されている。
経済学部は市道沿いの緑の濃い立木群に代わるものとし
て、緑化ブロック、植栽および防音壁の設置等を要望し
ている。
○長崎市の市道拡幅工事進捗状況に合わせて片淵キャンパ
スの環境整備等を進めた。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成２０年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成２０年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

３．大学運営システ
ムの一部として
の環境マネジメ
ントシステムを
構築し、定期的
に見直すことに
よって、継続的
改善を図る。

○引き続き環境マネジメントシステム
を運用することによって、環境配慮
の方針に基づいた取組を推進すると
ともに「環境報告書２００７」を公表す
る。

○「長崎大学地球温暖化対策に関する実施計画」を全学に
公表するとともに、環境負荷の低減に向けた取組を一層
推進することとした。また、平成１９年度の環境に配慮し
た取組について、「環境報告書２００７」にまとめ、本学ホー
ムページに公表するとともに、環境対策等啓発キャン
ペーンポスターを募集し、意識啓発を図った。

○共同研究交流センター及び環境科学
部は、全学の環境マネジメントシス
テムの支援組織としての機能を維持
する。

○共同研究交流センター環境安全マネジメント部門及び環
境科学部は、「長崎大学地球温暖化対策に関する実施計
画」及び「環境報告書２００７」の作成等に参画し、環境マ
ネジメントシステムの運用を支援した。

４．環境配慮の方針
及び環境配慮等
の状況を、本学
ホームページ上
に公表すること
によって、本学
構成員に周知し
環境配慮の意識
向上を促すとと
もに、社会への
説明責任を徹底
する。
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長崎大学環境マネジメントシステム�

大学運営方針�

年
度
実
績
報
告
書�

中
期
目
標
・
中
期
計
画
・
年
度
計
画�

Action（見直しと改善）�

◆環境マネジメントシステム�
の見直しと継続的改善�

Check（結果の点検）�

◆活動実績の点検と評価�

Plan （計画の立案）�

◆環境配慮の方針を実現するための�
具体的計画の立案�

Do （計画の実行）�

◆環境配慮の方針を実現するため�
の取組み�

環境配慮の方針�

環境コミュニケーション�

環境報告書�

3 環境マネジメントシステム

長崎大学は、１９９７年、当時の国立大学の中で最初に

文理融合型の教育と研究を行う環境科学部を設立しま

した。次いで、２００２年に、大学院環境科学研究科が発

足し、さらに、２００４年には、大学院生産科学研究科（博

士前期・後期課程）へ移行することによって、環境科

学の教育・研究体制の充実に努めてきました。また、

環境科学部では、２００３年３月には、環境マネジメント

システムの国際規格である「ISO１４００１」を認証取得

するなど、早くから、環境に配慮した教育研究活動を

継続して行っています。

さらに、２００４年３月には、長崎大学環境保全センター

（現在、共同研究交流センター・環境安全マネージメ

ント部門）を中心に、６つの学内共同研究施設が一体

となって、「ISO１４００１」認証を取得しました。このよ

うに、長崎大学は、現在まで、総合的に地球環境問題

を捉え、積極的な教育研究を進めることによって、環

境に配慮する姿勢を示してきました。

２００５年（平成１７年）３月に、国立大学法人長崎大学

は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の

環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配

慮促進法）」における特定事業所の指定を受けたこと

によって、平成１７年度からの環境報告書の公表が義務

づけられました。すでに、長崎大学中期目標には、「環

境マネジメントシステム」を構築すると謳っており、

環境配慮促進法の制定によって、この中期目標の達成

をより明確に、より早急に行う必要が生じました。そ

こでまず、本学の計画と評価を担当する計画評価本部

に置かれた８つの専門部に、新たに、環境専門部を加

えた体制によって、大学全体の環境配慮の方針の策定、

環境マネジメントシステムの基盤作りを進めました。

環境専門部で作案された長崎大学環境配慮の方針原

案については、学長を本部長とする計画・評価本部会

議で審議・了承されたのち、平成１８年３月２２日の教育

研究評議会で、審議・了承され、ホームページ上に、

公表されています。また、環境配慮の方針を具体的に

実現する全学的組織体制の中枢となる環境委員会に関

しても、平成１８年度中にその原案が策定され、平成１９

年度には、全学委員会として設置することとなりまし

た。このことによって、環境配慮の取組みの組織体制

が整備されたことになりますが、今後、長崎大学の環

境マネジメントシステムをより確実なものにするため

に、すでに、ISO１４０００１を認証取得した２つのサイト

（環境科学部と共同研究交流センター環境安全マネー

ジメント部門を中心とする４つの学内共同利用施設）

が、大きな力となることが期待されています。
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平成18年10月設置�

平成17年12月設置�

最高責任者（学長）�

環境委員会�
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認
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に
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部
局
�

・教育学部�
・経済学部�
・医学部�
・歯学部�
・薬学部�
・工学部�
・環境科学部�
・水産学部�
・教育学研究科�
・経済学研究科�
・生産科学研究科�
・医歯薬学総合研究科�
・国際健康開発研究科�
・熱帯医学研究所�

・附属図書館�
・医学部・歯学部附属病院�
・保健・医療推進センター�
・先導生命科学研究支援センター�
・情報メディア基盤センター�
・共同研究交流センター�
・生涯学習教育研究センター�
・留学生センター�
・大学教育機能開発センター�
・アドミッションセンター�
・環東シナ海海洋環境資源研究センター�
・附属学校園協議会�
・事務局�
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１９９７年１０月 長崎大学環境科学部は国立大学において

最初の文理融合学部として発足

２００２年４月 大学院環境科学研究科発足

２００３年３月 環境科学部 ISO１４００１認証取得

２００４年３月 環境保全センターが中心となって、学内

共同利用６施設が ISO１４００１を認証を取

得

２００４年４月 大学院環境科学研究科を大学院生産科学

研究科（博士前期・後期課程）へ移行

２００４年１２月 地域共同研究センター、機器分析セン

ター、環境保全センターの機能を統合し、

「共同研究交流センター」を新設

２００５年４月 学長を中心として、環境配慮促進法の理

解を進め、長崎大学としての対応を、継

続して協議する。

２００５年７月 全学での環境配慮促進法に対する共通認

識と全構成員の協力を得るため、連絡調

整会議の場において、説明を行う。

２００５年１０月 計画・評価本部会議において、長崎大学

の環境マネジメントシステムについて協

議し、計画・評価本部内に、「環境専門

部」を設置し、体制の整備を進めること

を決定する。

２００５年１１月 第２３回教育研究評議会において、計画・

評価本部規則の一部改正（「環境専門部」

の設置）について審議し、了承される。

２００５年１１月 長崎大学計画・評価本部規則の一部を改

正する規則（平成１７年１１月２５日規則第４３

号）の制定

２００５年１２月 計画・評価本部環境専門部が発足し、第

１回計画・評価本部環境専門部会議を開

催する。（議題：長崎大学年度計画・環

境配慮の方針、環境マネジメントシステ

ムについて）

２００６年２月 第２回計画・評価本部環境専門部会議を

開催し、環境配慮の方針・環境マネジメ

ントシステム推進のための組織体制等に

ついて協議する。

２００６年３月 計画・評価本部会議において、長崎大学

環境配慮の方針（案）を審議し了承され

る。

第２７回教育研究評議会において、長崎大

学環境配慮の方針（案）を審議し了承さ

れる。

環境配慮の方針の制定 （３月２３日）

環境配慮の方針の公表 （３月２８日）

２００６年６月 平成１８年度第１回計画・評価本部環境専

門部会において、長崎大学環境委員会に

ついて協議される。

２００６年９月 連絡調整会議及び第３５回教育研究評議会

において環境報告書原案が報告される。

２００６年９月 環境報告書２００５Webによる公表

２００６年１０月 第３６回教育研究評議会において長崎大学

環境委員会について審議、了承される。

２００７年１月 計画・評価本部環境専門部において平成

１９年度計画（環境関係）について協議さ

れ了承される。

２００７年３月 第１回環境委員会を開催する。（議題：

環境配慮促進法への対応の経過と今後の

予定、環境報告書作成に係るデータ収集

について）

２００７年４月 ２００４年３月に取得した ISO１４００１を学内

共同利用４施設が更新した。

２００７年５月 第２回環境委員会開催

議題１：環境配慮に係る平成１８年度実績

について

議題２：環境配慮に係る平成１９年度計画

について

２００７年９月 第３回環境委員会開催

議題：２００６年度環境報告書について
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２００７年９月 環境報告書２００６公表

２００７年１０月 第２２回経営協議会において環境報告書

２００６について報告される。

２００７年１０月 第４回環境委員会開催

議題１：２００６年度環境報告書について

議題２：長崎大学エネルギーの使用の合

理化に関する規程の制定につい

て

議題３：長崎大学環境委員会規則の一部

改正について

２００７年１１月 第８６回役員会において「長崎大学エネル

ギーの使用の合理化に関する規程の制

定」及び「長崎大学環境委員会規則の一

部改正」について審議し、了承される。

２００７年１１月 第４０回連絡調整会議において「長崎大学

エネルギーの使用の合理化に関する規程

の制定」及び「長崎大学環境委員会規則

の一部改正」について報告される。

２００８年４月 第５回環境委員会開催

議題１：平成１９年度環境配慮に係る実績

について

議題２：平成２０年度環境配慮の計画につ

いて

議題３：地球温暖化対策に関する計画の

策定について

２００８年６月 第６回環境委員会開催

議題１：平成１９年度環境配慮に係る実績

について

議題２：長崎大学地球温暖化対策に関す

る実施計画について

議題３：環境対策等啓発キャンペーンポ

スター募集について

報告１：ノーマイカーデー運動への協力

について

２００８年７月 役員懇談会において長崎大学地球温暖化

対策に関する実施計画について審議され

る。

２００８年９月 第４８回連絡調整会議において環境報告書

２００７について審議され、長崎大学地球温

暖化対策に関する実施計画について報告

される。

２００８年９月 第７回環境委員会開催

議題１：２００７年度環境報告書について

２００８年９月 環境報告書２００７公表

２００８年１０月 第２９回経営協議会において環境報告書

２００７について報告される。

２００９年１月 環境対策等啓発キャンペーンポスター

「エコポスター２００８」の表彰式を挙行
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長崎大学環境委員会規則
平成１８年１０月２７日

規則第４２号
（趣旨）
第１条 この規則は、国立大学法人長崎大学基本規則（平成１６年規則第１号）第２９条第２項の規定に基づき、
長崎大学（以下「本学」という。）における環境に配慮した教育研究活動等の促進を審議するため、本学に設
置する長崎大学環境委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。
（審議事項）
第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。
� 環境マネージメントシステムの推進に関する事項
� 環境に関する教育・訓練に関する事項
� 環境コミュニケーションに関する事項
� 環境報告書に関する事項
� 省エネルギー対策等に関する事項
（組織）
第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。この場合において、第３号から第５号までに掲げる委
員にあっては環境に関する教育又は研究を行う者に限る。ただし、該当者がない場合は環境に関する業務を行
う者とする。
� 学長が指名する理事又は副学長
� 各学部、生産科学研究科、医歯薬学総合研究科、国際健康開発研究科、熱帯医学研究所、医学部・歯学部

附属病院及び附属図書館から選出された者 各１人
� 附属学校園協議会から選出された者 １人
� 保健・医療推進センター及び学内共同教育研究施設の代表者 １人
� 共同研究交流センター環境安全マネージメント部門長
� 総務部長、財務部長及び施設部長
� その他学長が必要と認めた者
２ 委員は、学長が任命する。
（任期）
第４条 前条第１項第８号の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
（委員長及び副委員長）
第５条 委員会に委員長を置き、第３条第１項第１号の委員をもって充てる。
２ 委員長は、会議を招集し、その議長となる。
３ 委員会に副委員長を置き、委員長の指名する委員をもって充てる。
４ 副委員長は、委員長を助け、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。
（会議）
第６条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開くことができない。
２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（意見の聴取）
第７条 委員長が必要と認めたときは、委員会に委員以外の者を出席させ、意見を聴取することができる。
（関係職員の出席）
第８条 委員長は、必要に応じ、委員会に関係職員を出席させることができる。
（専門部会）
第９条 委員会に、必要に応じ、特定の事項について専門的に調査・検討させるため、専門部会を置くことが
できる。
２ 専門部会の任務、組織、運営等に関し必要な事項は、別に定める。
（事務）
第１０条 委員会の事務は、施設部施設企画課において処理する。
（補則）
第１１条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事項は、別に定めることができる。
附 則
１ この規則は、平成１８年１１月１日から施行する。
２ この規則の施行後最初に任命される第３条第１項第８号の委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、平
成２０年９月３０日までとする。
附 則（平成１９年１１月１３日規則第３３号）
この規則は、平成１９年１１月１３日から施行する。
附 則（平成２０年３月３１日規則第３３号）抄
１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。
附 則（平成２０年１０月１１日規則第４８号）
この規則は、平成２０年１０月１１日から施行する。
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環境政策�
講座�

1名�

文化環境�
講座�

1名�

環境設計�
講座�

1名�

自然環境�
保全講座�

1名�

大学院生・�
学生�

各1名�

トップマネジメント�
（学部長）�

環境管理責任者�
（運営委員会委員長）�

内部監査チーム� ISO14001運営委員会及び事務局�

事務部�

1名�

環境管理責任者�

環境管理委員会� 内部環境監査部門�

最高管理責任者�
（環境安全マネージメント部門長）�

事務局�
（環境安全マネージメント部門）�

環
境
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全
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ト
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（
共
同
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ー
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産
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ー
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援
部
門�

（
共
同
研
究
交
流
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ン
タ
ー
）�

大
学
教
育
機
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セ
ン
タ
ー�

長崎大学環境科学部（支援部局）における環境マネジメント体制

２００３年３月「ISO１４００１」認証を取得

共同研究交流センター・環境安全マネージメント部門（支援部局）における環境マネジメント体制

２００４年３月「ISO１４００１」認証を取得
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環境教育活動

4 環境の保全に関する教育研究活動

あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を
進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

教育内容の学際化、高度化及び国際化への対応

を行う。また安全、環境、倫理等の内容を含む

多様な授業科目を充実させる。

◆全学教育

長崎大学では、非常に多くの環境関連講義課目が開

講されている。その中で、全学教育科目における環境

に関する授業は、人文・社会科学の選択科目として、

社会と歴史（日本の水産資源利用）、生物の科学（プ

ランクトンと海洋環境）、生物の科学（藻類の多様性

と系統）、地球と宇宙の科学（地球温暖化の科学）、人

間と環境（放射線環境）、社会と歴史（緑地環境学）

の計７科目開講されている。また、人間科学科目・生

命の科学において、環境ストレス防御（環境ストレス

の問題についての深い理解を得ることにより、環境ス

トレスに対処する理念や方法について学習することを

目的とした講義）が開講されている。

そして、他の学部等における平成２０年度を含めた授

業科目の内容は、各学部等のホームページ上のシラバ

スで知ることができる。なお、シラバスに掲載された

参考図書・文献等は、附属図書館に備え付けることに

なっている。

◆経済学部

基礎ゼミ（２年生、後期）

２ゼミが、環境問題として「アジア」、「『地球環境

「危機」報告』を読む」を行った。

教養セミナー（１年生、前期）

３ゼミが、環境問題として「石油価格高騰について」、

「雨と長崎についての研究」、「長崎の水がおいしくな

い理由」を行った。

卒業論文

環境問題に関するテーマで卒業研究が行われ、卒業

論文２７件がまとめられた。

◆工学部

エネルギーと環境（３年生必修科目）

工学部機械システム工学科では、種々のエネルギー

資源の変換原理・技術を理解し、現代のハイテク技術

および地球温暖化抑制策に対して総合的に対応できる

基礎力をつけた人材を育成するため、地球温暖化、オ

ゾン層破壊、酸性雨、水危機等の地球環境問題を認識

させ、CO２削減のための先端的省エネルギー技術につ

いて総合的に講義した。

�地球温暖化の原因・メカニズムを理解する。
�北極振動、オゾン層破壊、酸性雨、水危機の原因・
メカニズムを理解する。

�世界のエネルギー事情の将来と問題点を把握する。
�火力発電・原子力発電等蒸気タービンによる従来
型発電方式の問題点を把握する。

�水のエネルギーの利用方法（水力発電）と問題点
を把握する。

�風のエネルギーの利用方法（風力発電）と問題点
を把握する。

�その他の自然エネルギーの利用方法（地熱発電・
太陽光発電）と問題点を把握する。

�コンバインドサイクル、コジェネレーション、ゴ
ミの資源化等、発電技術のシステム化技術を理解

する。

	エネルギーの変換原理および各種熱力学サイクル
を理解する。


可変動弁機構、直噴ガソリンエンジン、ハイブリッ
ド車、燃料電池車等人と地球に優しいガソリンエ

ンジン技術を理解する。

�DPFシステム、ディーゼルハイブリッド、キャ
パシタハイブリッド、代替燃料車等人と地球に優

しいディーゼルエンジン技術を理解する。

�低硫黄化燃料、バイオガソリン、バイオディーゼ
ル、バイオマスエネルギー資源等、将来燃料の変

換技術および先端技術を理解する。


地球温暖化対策としての「Cool Earth５０」の目標
達成のための諸策を理解する。

�地球環境保全のため、技術者としての意見表明が
できる。

卒業論文

環境保全技術等の環境関連の卒業研究が行われ、卒

業論文４件がまとめられた。

◆歯学部

衛生学（４年生）

食品衛生、労働条件、労働環境、職業病、こころの

健康、精神保健対策、労災法と労災の疫学、感染症の

疫学と感染予防、感染症と医療、歯科医師の責務、医

療倫理等についての講義や、物理的環境測定（温熱条

件、照度、騒音等）、大気中化学物質測定（一酸化炭

素、硫黄酸化物等）、水質測定（pH、フッ化物イオン

濃度、硬度等）などについて講義や実習を行った。
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◆薬学部

環境衛生学

環境衛生学では、人口問題や環境破壊などの問題を

含めた地球環境の現状とその生命への影響を、科学的

根拠を基に正しく理解し、将来に向けての問題解決の

ために何をすべきかを講義した。

衛生薬学

衛生薬学では、生活環境と健康に係わる内容につい

て、化学物質の生体への影響、社会・集団と健康、疾

病の予防、栄養化学を中心に、その理念の理解と知識

を深めることをねらいとした講義を行った。

◆熱帯医学研究所

医学研究のための国際倫理コース（７th Nagasaki

International Course on Research EthicsJune３０‐July

２，２００８）

特に途上国における研究開発における倫理問題に焦

点を絞り、WHO／TDRの医学研究倫理の専門家や、

各国で医学研究に携わる研究者、及び他分野の専門家

も加わって文化や習慣の違いを考慮に入れた検討を行

い、今後の方向性について検討する特色ある研究集会

である。また、学生から実地の臨床家まで広い範囲の

参加者が国内外から集まった。

世界保健ニーズに応える医薬品開発研究開発ディプ

ロマコース：Diploma Course on Research & Devel-

opment of Products to Meet Public Health Needs（世

界保健ニーズに応える医薬品研究開発のためのディプ

ロマ・コース）

「見捨てられた病気 Neglected diseases」と呼ば

れている主に途上国に蔓延する感染症などの重要性を

考慮した医薬品研究開発に携わる種々の人材の育成を

目的とし、世界保健機構（TDR／WHO）の熱帯病研

究教育特別プログラムの要請、および後援を受けて準

備されたもので、コースディレクターである平山謙二

教授（長崎大学熱帯医学研究所 所長）を中心に、医

薬品開発に関するすべてのプロセスを各専門家が５週

間かけて詳しく講義した。

将来の国際連携大学院構想のコアコースとして、タ

イの２つの大学、中国の医科大学、コロンビアの大学、

東京大学大学院薬学系研究科が協力して開催し、講義

はすべて英語で行われ、最新の医薬品研究開発のすべ

てのステップを最高の講師陣で紹介した。

期間は２００８年１０月２８日～１２月２日で、長崎大学とタ

マサート大学（タイ国）が主催し、タマサート大学（タ

イ国）、チュラロンコン大学（タイ国）、上海第２軍医

大学（中国）、アンチオキア大学（コロンビア）、東京

大学大学院薬学系研究科が共同開催協力大学となり開

催された。

熱帯医学研修課程

熱帯医学研究所では、医療従事者のみならず、熱帯

医学に関心があり、将来熱帯地での保健医療活動に従

事しようとする国内の様々な専門分野に属する人たち

に、３ヶ月間は集中型研修を実施している。熱帯医学

は非常に幅広い学際的な領域の知識・技術・経験が必

要とされていることから、この研修課程では、熱帯に

関する正しい知識と、熱帯地における医学的諸問題に

ついての現代科学に基づく基礎的知識に関して教える

と同時に、日本とはまったく違う熱帯地方の環境、文

化などの社会問題についても知識が得られるよう、

様々な研修内容となっている。また、その応用に必要

な技術の研修を行うコースであり、熱帯医学に関する

我が国で唯一の短期研修コースである。

この研修課程によって、世界的視野から見た熱帯病

の実体や、その社会的・文化的背景のみならず、国際

協力の現状と重要性も理解していく。また、他の分野

からのアプローチと違った、医学領域から見た熱帯地

方における「環境」への理解も同時に併せ持つ貴重な
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人材を輩出している。

１９７８年に設置されて以来、今日まで３６６名の修了生

（医学１５８名、看護師、保健師、助産師、薬剤師など

２０８名）を輩出（２００８年度も含む）するなど、熱帯病

に携わる実践的専門家の人材育成にも大きな役割を

担っている。期間は６月から８月までの３ヶ月間で、

２００８年度においては１５名の研修生に修了証書および英

文のディプロマが授与された。

熱帯医学修士課程

熱帯医学修士課程は、医歯薬学総合研究科の修士課

程として２００６年からスタートした新興感染症と熱帯医

学の研究を行う我が国唯一の大学院である。２年以上

の実務経験のある医師を対象とし、１年間に渡り基礎

から臨床などの実習、海外研修、応用と言った、幅広

く総合的な熱帯医学に関する知識・技術・経験を学び、

課程修了後には日本国内では唯一、熱帯医学修士号

（Master of Tropical Medicine、MTM）を取得できる。

この熱帯医学修士課程では、医歯薬学総合研究科と

熱帯医学研究所が連携し、国内のみならず海外で活躍

している外国人講師も含めて、実際に現場で熱帯医学

に取り組んでいる講師を招聘し、講義はすべて英語で

行われている。臨床をベースとしながら、疫学、公衆

衛生学、微生物学から環境（疾病媒介昆虫、医療・開

発政策など）まで広範囲にわたる的確な知識と経験に

よって対処しなければならない感染症の問題は、もは

や医療分野だけではなく、「環境」や「平和」といっ

た広範囲にわたる的確な知識と経験も重要となる。こ

のことから、この修士課程は国際レベルの感覚と、多

岐にわたる知識と技術と実践力をも身につけた貴重な

即戦力となる人材育成の場となる。

◆大学教育機能開発センター

新入生オリエンテーションにおいて、大学の備品の

取り扱いや美化活動の取り組みを説明し、分別回収や

喫煙場所の明示を行った。また、「地球環境にやさし

い大学生活を」と題し、環境科学部や共同利用施設の

ISO１４００１の取得や省エネなどの地球温暖化防止活動

の推進への協力を訴えかけた。（学生便覧２５－２６頁）

別添環境教育授業一覧（２０）に掲載（詳細については、

全学教育シラバスに掲載）

ホームページURL

http://www.nagasaki-u.ac.jp/zaigaku/jyuko/HTML/20

syllabus/syllabus 2008/syllabus 2008/syllabus 2008-f

0.html

◆共同研究交流センター

施設見学会

平成２０年１２月、平成２１年１月に本学工学部応用化学

科の学生を対象に、共同研究交流センターの無機系お

よび有機系廃液処理施設の見学会を行った。２回合わ

せて学生約５０名の参加の下、活発な質疑応答が行われ

た。本学の実験廃液管理状況の理解を通して、環境に

配慮できる人材育成に貢献できた。
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機器利用者講習会

平成２０年４月に共同研究交流センターの機器利用者

講習会を開催した。学生及び教職員合わせて９０名参加

の下、機器利用に係わる安全上の注意の他、廃液回収

における諸注意や ISO１４００１等について説明し、環境

負荷削減についての理解を促進した。

教育学部では改組による学校教育教員養成課程

の充実に対応した新カリキュラムを、環境科学

部では文理融合教育を充実させた新カリキュラ

ムをそれぞれ実施する。

◆教育学部

環境教育演習（２年生：必修科目「総合演習」の中の

１テーマ）

環境家計簿作りと実践、ドイツの環境事情模擬体験、

地球温暖化と原子力、環境調査等のための写真技術修

得、長崎市廃棄物最終処分場と資源物再処理工場見学、

西部ガスの見学、・長崎県衛生公害研究所見学、資源

循環型社会の実現に向けて、長崎電気軌道見学：路面

電車から経済と環境を考える、食生活と健康、環境、

廃棄物の分別の意義と実践を行った。

環境教育（３年生：学校教育教員養成課程は選択科目、

情報文化教育課程は必修科目）環境基本法の構成と理

念、環境教育と環境教育法、環境教育と自然観、環境

教育と環境倫理、環境教育と環境哲学、学校における

環境教育、社会における環境教育、環境教育指導法（地

球環境問題、エネルギー関連問題、自然観察）ドイツ

の環境事情（地理的・文化的環境、家庭ごみの処理方

法、公共交通機関と環境、ドイツの環境教育、自然環

境と市民の環境意識、電気事業の現状と環境問題（外

部講師：九州電力長崎支店）を行った。

公民科教育（４年後期）

環境問題と経済問題の同時解決を求めるビジネス

ゲームを教材として自己開発し、授業で活用した。こ

のゲームを通して、学生は、外部不経済を内部化する

ことの重要性を体験的に理解した。

エネルギー環境教育ワークショップ（授業化の検討）

エネルギー（資源）、環境、経済性のトリレンマの

解決手段として活用されている原子力の平和利用につ

いて、原子力関連メーカーや原子力関連研究者と大学

教員（工学部、教育学部）のコラボレーションによる

ワークショップと施設見学会、講演会を実施すること

で、原子力が抱える様々な問題について、知識・理解

を深めた。以下がその実施概要である。

◎ワークショップ

開催日時：平成２０年１０月２５日�１０：００～１８：００
開催場所：長崎大学教育学部１１番教室

参加予定人数：４９名（教育学部生・院生２２名、工学部

生・院生５名、教員７名、SNW等１５名）

◎施設見学会

開催日時：平成２１年２月２３日�８：３０～１８：００
開催場所：九州電力�玄海原子力発電所、玄海エネル
ギーパーク、車中講演

参加予定人数：２５名（教育学部生１６名、工学部生２名、

教員４名、SNW３名）

【ワークショップ】

【目的】私たちの暮らしを支える技術の表裏を知り、価

値判断の必要性を学ぶ。

【流れ】

�オリエンテーション
�アイスブレーキング
�グループワーク「生活の中で役立つ原子力関連技術
を挙げ、長・短所を洗い出そう！」

原子力発電の安全性、原子力発電の必要性、放射線

の性質と利用、核不拡散、放射性廃棄物、原子力と

環境問題

�グループワーク「講師陣の知識・資料を活用し、説
明用PPTを作ろう」

�全体ワーク「ディベートしよう」
	講義・質疑応答

ふりかえりとわかちあい
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【施設見学会】

【目的】施設見学を通して、原子力や我が国のエネル

ギー需給を考える。

【流れ】

�DVD視聴（エネルギー資源、フィンランドの放射
性廃棄物処理、MOX燃料製造）

�玄海エネルギーパーク
�九州電力�玄海原子力発電所
�全行程をふりかえって（講義含む）

卒業論文

環境配慮に関連する卒業論文１２件が提出された。

◆環境科学部

長崎大学環境科学部規程第２条（教育目的）「本学

部は、大学教育における基本的教養と専門の基盤とな

る幅広い知識を修得させるとともに、環境に関する専

門的な知識、技能及び技術を系統的に修得させ、人間

と環境との調和に関わる問題を総合的に解決できる人

材を育成することを目的とする」に基づき、適正に実

施した。なお、平成２０年度に、社会調査士取得のため

の授業科目及び雲仙Eキャンレッジ関連科目を新た

に開講した。

環境科学部が認証取得している ISO１４００１の内部監

査を、平成２０年８月と平成２１年１月に環境科学部EMS

学生委員（内部監査セミナー修了学生）が実施した。

平成２１年１月に環境再生医初級認定校の認定申請を

行い、平成２１年３月に環境再生医初級資格認定実施校

の認定証（２１．１．１６付け）を受けた。

生産科学研究科においては、平成１７年度採択

大学院GP「海洋環境・資源の回復に寄与する

研究者養成」による取組を継続し、高度専門職

業人養成の指導体制を充実させる。

◆生産科学研究科

本事業では、アジア沿岸域の海洋環境の保全・回復

に資する人材を育成するために、水産学、環境科学、

工学の複数分野の教員が融合した集団指導体制を導入

して、特に有明海と東シナ海を中心に日中韓から参加

した学生・教員による共同調査実習を実施することに

より、環境と資源に対する多面的な価値観を教授する

プログラムを確立することを目的としている。
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平成２０年度中に実施した主な事項は以下のとおりで

ある。

� 平成１８年度に大学院GPをもとに設置した「海洋

環境・資源実践教育プログラム」に継続して、履修

者登録を行なった。２０年度は博士前期課程２３名（１

年９名、２年１４名）、後期課程１５名（１年３名、２

年６名、３年６名）の登録を行ない、後期からの登

録者を含めて全学年がそろった。平成１９年度の前期

課程卒業生１１名のうち３名が後期課程に進学した。

� 共同調査実習として、有明海・東シナ海を中心と

した調査に関連研究機関研究者や学生に参加しても

らい、大学院生の教育を行った。

� 国際セミナーとして、国際学会やワークショップ

等に学生を参加させた。

� 乗船実習で、前期課程学生は九州大学大学院総合

理工学部の学生と、東シナ海、有明海の航海、後期

課程学生は東シナ海の航海と済州大学校との合同シ

ンポジウムを行なった。

� 海洋環境資源英語の授業を行なった。

修士特別研究

以下の３研究が行われた。

「バイオマスガス化反応用触媒の調製と活性評価」

「還元雰囲気中における希薄CO選択酸化触媒の開発」

「CNT/PyC/SiC 二層コーティングによるC/C複合

材の耐酸化性の向上」
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環境研究活動

多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

環東シナ海海洋学・水産学研究を国際的に展

開するためのワークショップや共同研究を積極

的に推進する。

◆第３回長崎大学－韓国海洋研究院合同干潟シンポジ

ウムを開催

「長崎大学―韓国海洋研究院合同シンポジウム」を

平成２０年１１月２７日・２８日に開催した。干拓事業に伴う

環境劣化が懸念される有明海と韓国・セマングン干潟

の環境と生物相の現状を解析し、今後の環境と資源の

保全・回復に向けて長崎大学と韓国海洋研究院の研究

者が情報を交換する場として開催されている。このシ

ンポジウムを通して、長崎大学と韓国海洋研究院で

培ってきた共同研究体制をさらに拡充して、中国から

の参加も呼びかけ、より広い視点から東シナ海周辺の

干潟環境と資源の保全に向けて活動を展開していくこ

とを確認しました（参加者約５０人）。

◆「第３回ECSER（Institute for East China Sea

Research）シンポジウムMarine Ecophysiol-

ogy」および「第１５回魚類生理学研究会」を開催

２月６と７日の両日、文教キャンパス総合教育研究

棟において「第３回ECSER（Institute for East China

Sea Research）シンポジウムMarine Ecophysiology」

及び「第１５回魚類生理学研究会」を開催し、４０名が参

加しました。

ECSER（Institute for East China Sea Research）シ

ンポジウムMarine Ecophysiology は、環東シナ海海

洋環境資源研究センター発足以前の平成１１年より

MRI（Marine Research Institute）シンポジウムとし

て開催されており、海洋生物と環境の関わりについて

様々な研究分野からの最新の研究成果を紹介する機会

を設けてきました。またこのシンポジウムは、開かれ

たセンターとしての国内外の共同研究体制を推進する

ことを目的の一つとしています。

魚類生理学研究会は、センターの前身水産学部附属

水産実験所であった平成５年に第１回を野母崎で開催

して以来、広島大学、鹿児島大学、山口県下関の水産

大学校などの海洋生物研究者が集い、通常の学会とは

違う自由な雰囲気の中で魚類生理学研究を発展させる

ため開催されています。

今回は両者を合同で行い、１２題の口頭発表が行われ

ました。発表内容は、マグロの遊泳、懸濁物質が魚の

呼吸と循環に及ぼす影響、マガキの低塩分と捕食の関

係、魚類の視覚、海藻と流れの関係、魚類初期発生に

おける活性酸素の産生など多岐にわたり、活発な議論

が行われました。今回は大学院生による発表がやや少

なかったことから、今後は若手研究者の参加を促し、

さらにECSERシンポジウムと魚類生理学研究会の発

展を図っていきたいと考えています。

◆韓国麗水の全南大学との共同研究

韓国麗水の全南大学と共同で、韓国の漁港底質にお

ける有機スズ汚染レベルの解明に関する共同研究を

行っている。２００８年度に２回目の底質採取を共同で

行った。なお、２回目の共同サンプリングにより得ら

れた結果は、すでに環境ホルモン学会において発表済

みであり、それらの結果の一部は、共同通信社を通し

て、２００８年春に、全国の地方紙において紹介された。
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◆有害赤潮生物の分子同定技術国際ワークショップ

アジア科学技術協力の戦略的推進「東シナ海有害赤

潮の日中韓国際連携研究－有害赤潮プランクトンの分

類・動態に関する調査研究」

東シナ海域とその周辺海域では、海洋環境が劣化し、

有害赤潮が頻発している。東シナ海を取り巻く日中韓

沿岸域で頻発する有害赤潮に対処するには形態的・遺

伝的形質を用いて正確な種・個体群識別を行い、その

技法と情報を国際的に共有することが重要である．そ

の活動の一環として２００８年９月１１～１７日に韓国済州大

学校よりDeakyung Kim 氏、中国ジナン大学より Lin-

jian Ou 氏、中国科学院よりQingchung Zhang 氏をの

若手研究者を招聘し、有害プランクトンの形態と系統

解析に関するワークショップ「International Workshop

"Species Identification Based on Morphology and Mo-

lecular Phylogenetic Analysis"」を長崎大学で開催し、

有害種の分類に関する知識と観察技術の共有を図った。

◆環東シナ海海洋環境資源研究センターを国内外の海

洋・水産研究機関との共同研究推進基地として活用

韓国・中国・台湾から研究者をセンターへ受け入れ、

海洋環境の保全に関する共同研究の実施計画を推進と

エクアドル・ガラパゴス諸島海洋環境保全計画プロ

ジェクト短期派遣専門家として、環東シナ海海洋環境

資源研究センターの河邊准教授を派遣した。

◆環境科学部シンポジウム「気候変動レジーム下の

水・食・エネルギーと暮らし」を開催

２００９年３月９日に長崎大学総合教育研究棟で標記の

シンポジウムを開催した。本シンポジウムでは、激変

している世界の環境変化に私たちはどのように対処し

て行けばよいのかを探る内容であった。国内から専門

家を招待しての講演会形式で行われた。

「気候変動サバイバル」長崎大学環境科学部教授、「低

炭素社会へ：世界と日本」内閣官房参与、「変化する

アジアの食事・農業・環境と循環型社会への移行」東

京大学大学院農学生命科学研究科教授、「標砂流砂系

からみた流域応答－海と川と山を繋ぐ砂粒の不思議」

京都大学防災研究所流域災害研究センター教授、「気

候変動と世界の水資源、水災害の変化」東京工業大学

大学院情報理工学研究科准教授

◆雲仙Ｅキャンレッジプログラム

２００８年１０月３日、雲仙市小浜バスターミナルにおい

て、雲仙Eキャンレッジ交流センター開所記念式典

を挙行しました。

本センターは、長崎大学環境科学部と長崎県環境部

及び雲仙市の連携・協力に関する協定書に基づく雲仙

Eキャンレッジプログラム（雲仙市域における持続可

能な社会の形成を目指すエコビレッジづくりと市民と

一体となった長崎大学の教育研究活動の拠点となるエ

コキャンパスづくり）の拠点となる施設です。

「まちエコ講座」モデル事業

２００８年度の長崎県からの受託事業「雲仙環境のまち

づくり」として、環境科学部の学生や教員が、雲仙市

においてごみ不法投棄の回収体験、長崎県立国見高等

学校の環境活動に対する支援、農業・環境保全調査活

動にあたり、それらの成果を、公開講座として広く発

信した。なお、この事業の一部は２００８年度に新設の環

境科学部環境政策コース専門科目「地域技術論」と連

携しておこなった。

また、「大学生がごみ拾いをしました」「国見高校は

がんばっています」と題した報告書を、子ども向けの

副読本として利用できることを想定した内容で構成し、

作成・配布した。活動内容の全般は、３月１５日�に開
かれた第４回長崎県「＋エコ運動」エコ大使サミット

（於：長崎大学中部講堂）の場で報告した。

活動の一部は、３本の映像にまとめ、You Tube に

投稿し公開している（「長崎大学環境科学部」で検索

すると見ることができる。）。

公開講座は平成２１年２月１９日�の午後に雲仙Eキャ
ンレッジ交流センターで３つのセッションを設けて開

催された。概要は以下のとおりである。

�セッション�（地域資源・観光）（１３：０５～１３：５０）
座長：渡邊貴史准教授

「長崎県小浜温泉地域における街路景観の特徴」

（江村有香・禅院昭・秋山克史・渡邊貴史）

「長崎県小浜温泉地域における地域資源を行かし

た取り組みの現状」（安達可菜・宗邦彦・�村文
人・永山一樹・渡邊貴史）

「地熱利用の事例研究」（山野晃太・馬越孝道）

�セッション�（意識と実践）（１３：５５～１４：４０）
座長：小野隆弘教授

「長崎県雲仙市民に対する環境意識調査について」

（番途綾香・儀保祐姫）
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「雲仙市における持続可能なまちづくりのための

ESD指標についての考察」（松嶋なぎさ）

「長崎県立国見高等学校における環境活動の現状

と課題」（松田香穂里）

�セッション�（１年生の取り組み）（１４：４５）
座長：中村修准教授

「長崎県雲仙市における農産物直販所の現状」（四

井愛美・鷲塚愛・山田千尋）

「雲仙市の不法投棄ごみについて�小学生向け資
料の作成 �海岸のごみについて」（佐藤龍平・
山口明日香・大石英和・酒本博嗣）

◆平成２０年度長崎大学エネルギー環境教育研究会事業

平成１９年度設置された長崎大学エネルギー環境教育

研究会は、研究協力校（長崎市立大園小学校）やエネ

ルギー教育実践校（佐世保市立赤崎・早岐小学校、西

海市立崎戸中学校）等の学校と、及び地元行政機関や

企業と連携して、エネルギーや環境に関する教育実践

活動を推進するために、以下の５つの事業を実施した。

１．カリキュラム・授業案による実践授業とその教育

効果の解明と公表

研究協力校（長崎市立大園小学校）、エネルギー教

育実践校（３校）や省エネ教室（２校）を中心に学校

との打ち合わせのもと、約２０回の授業実践（Ⅰでは省

エネルギーセンターや実践校からの依頼分は５の研究

内容に入れている。受講生は約２３４０名）が行われた。

その結果は、研究会のHPやメディアを通して公表（計

２２件）され、学会等でも報告がなされた。

２．教員養成大学内のカリキュラムに関する検討

大学におけるカリキュラムが検討され、原子力に関

するWSや見学会が開催された。特に、原子力ワー

クショップは、長崎大学（１０月２５日開催）から広島商

船高等専門学校（３月８日開催）に広がりを見せてい

る。なお、カリキュラム化は図れていないが、学生や

教員を対象にした施設（本年度は玄海原子力発電所）

見学会や教材開発の講習（授業等の中で）が行われた。

（関連記事２５Ｐ）

３．現職教員のスキルアップ研修の実施

大園小学校等の校内研修３件や文科省の中学校技術

科の教員研修、JSTの環境教育担当教員研修や九州

エネルギー問題懇話会の教員セミナー等計１０件を主催、

或いは協働して実施した。また、サイエンスワールド

では、開催地周辺の教員と協働して実験コーナーを運

営することで、教材作りやその使用方法のレクチャー

を行った。これにより、約２８０名の教員のスキルアッ

プを図った。
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４．メディアを利用した普及活動の検討

研究会関連報道が２２件で、内８件が研究会をPRで

きた。また、HPも活用された。

５．長崎大学による出前授業・イベント開催とその評

価

SWが諫早・対馬・長崎市・佐世保市（宇久島）で

開催（参加者約１１２０名）され、諫早市の参加者にはア

ンケート調査を実施した。また、長崎市や垂水市の科

学の祭典への協力も行った。これらの参加者は８４４０名

（出前授業含まず）である。

◆有害赤潮の研究推進と研究情報交換を目的とした

ワークショップ第５回日中韓国際有害プランクトン

ワークショップ（EASTHAB５）を中国・杭州で共催

渦鞭毛藻Cochlodinium polykrikoides などの有害藻

類赤潮は、環東シナ海の海洋環境と日中韓の養殖漁業

に近年大きな被害を与えてきた。海洋環境への負荷を

軽減し保全を行うためには日中韓研究者による有害赤

潮に関する研究成果を融合する必要があるため、将来

の東シナ海の海洋環境保護・保全を目指した研究者

ネットワーク確立を目指してワークショップを行った。

◆環東シナ海国際共同研究推進に関する協議会を開催

２００９年３月１７日・１８日の両日、長崎大学重点研究課

題の一つ「東アジア河口域環境・資源回復研究拠点」

が主催し、環東シナ海海洋環境資源研究センター、水

産学部、生産科学研究科の共催で協議会を開催した。

上海海洋大学から５名、台湾海洋大学から６名およ

び済州大学校から１名を招聘し、本学からは同セン

ター、水産学部、工学部、環境科学部から計２３名が参

加した。

各大学で行われている海洋・水産関係の研究活動が

紹介され、またこれを受けて、研究情報の共有化、共

同研究体制の構築等について協議し、今後東シナ海の

環境と資源に関する国際共同研究を発展させていくた

めのいくつかの提案がなされた。

各大学が行っている学生の国際化のための様々な活

動の紹介があり、各大学間での学生交流の活性化につ

いての協議が行われた。上海、台湾、済州の各大学と

もにデュアルディグリーを初めとして様々な国際教育

のプログラムを行っており、本学での教育の国際化に

非常に参考になる情報の提供があった。またこれらの

大学に交流の歴史が深い琉球大学を加えて各国の学生

が一堂に会するサマーコースを開いてはどうかという

提案が出され、今後実現に向けて協議していくことに

合意した。

◆大陸から越境移流する大気中の化学物質の分析と生

物影響評価

長崎県西彼杵半島の県民の森に設置した大気観測局

において捕集された大陸からの気塊中に含まれる化学

物質の分析、気塊の越境ルートの解明、捕集された物

質を用いた種々の生物影響評価を複数名の多様な専門

分野が連携することにより解明を勧める越境大気プロ

ジェクトが研究活動を開始した。
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国際連携活動

国際的環境研究・教育への協力、環境問題の相
互理解と情報の共有を推進する。

東アジア経済にかかわる研究や日本－台湾－韓

国－中国を結ぶ環境学研究教育ネットワーク形

成をさらに推進する。

◆環境学教育研究ネットワークの形成活動

�環東シナ海の環境化学国際シンポジウムを環境科学
部の主催で開催した（２００８年１２月）。中国、韓国、

台湾および国内の研究者１０名を招待し、特に、中国

大陸からの越境移入する気塊中の化学物質に関して

活発な情報交換を行った。

�「２００８持続発展と未来構想」国際会議を淡江大学及
び環境科学部の共催で開催した（２００８年４月）。

協定校である淡江大学（台湾）との学術交流推進を

更に発展させた。

�アジア諸国等からの優秀な留学生の受入れを促進す
るため秋季入学の実施及び支援体制の整備を検討す

ることを目的に、特別教育研究経費（９月入学支援

経費）事業を受け、協定校である吉林大学（中国）

及び淡江大学（台湾）から環境科学部に講師を招聘

し、それぞれの国の日本語教育について情報交換を

行った。

２００８年８月 吉林大学外国語学院

副院長 周 異夫教授

２００８年１０月 淡江大学外国語文学院

日本語文学系主任 彭春陽教授

済州大学校（韓国）に設置した交流推進室を活

用する。更なる拠点として上海水産大学（中国）

に交流推進室を設置する。

◆交流推進室の設置等

環東シナ海海洋環境資源研究センターでは、国際交

流の活性化のために韓国・済州大学校に長崎大学交流

推進室を設置しており、さらに上海海洋大学に交流推

進室を設置した。

平成１８年１１月２日に設置した韓国済州大学交流推進

室では以下のような活動が進められた。

・平成２０年５月２１～２２日 済州大オープンキャンパス

・デュアルディグリー協議時の事務連絡・通訳など

・平成２０年８月２０～２９日 済州大学校大学院生１０名が

長崎大学との国際交流セミナー参加に関しての事務

連絡・手続き

また、平成１９年５月１８日には中国上海海洋大学と学

術交流協定を結び、新たに交流推進室を設置した。こ

れは、東アジアを中心とした海洋研究を推進するにあ

たり、中国との共同研究が重要であるためである。今

後この拠点を活用して共同研究を推進するとともに研

究者、学生の交流を図る。また、平成２０年７月４日付

けで学生交流に関するMOUを締結した。

環東シナ海海洋環境と資源の保全に向けて連携

融合事業（東アジア河口域の環境と資源回復の

保全・回復に関する研究調査）を継続し、韓国・

中国の大学等との共同研究を推進する。

◆長崎大学―韓国海洋研究院合同干潟シンポジウム

平成２０年１１月２７日～２９日、長崎大学において「第３

回長崎大学―韓国海洋研究院合同干潟シンポジウム」

を開催した。このシンポジウムは有明海と韓国のセマ

ングン干潟の環境と生物相の現状を解析し、この後の

環境と資源の保全・回復にむけて、長崎大学と韓国海

洋研究院の研究者が情報を交換する場として開催して

いるものである。（関連記事３１Ｐ）

◆連携融合事業の実施

連携融合事業を通して、西海区水産研究所、長崎県、

韓国海洋研究院、韓国済州大学校、上海海洋大学など

と海洋環境の保全に関する研究を推進した。

◆環境科学部での活動

�韓国における漁港底質の採取の第二回目２００８年秋に
韓国麗水の全南大学と共同で行った。

�東アジア域の環境ホルモン生物影響を明らかにする
目的で、日本および中国（上海）でフィールド調査

を実施し、その分析・評価を実施した。これらサン

プリングには大学院生・学部生も同行させ、共同研

究先である中国海洋大学の大学院生にも指導を行っ

た。

�ドイツ・ハレ大学学生の論文（日本の修士論文に相
当）執筆のため助言と調査活動への協力

�淡江大學英國語文學系─日本長崎大學環境科學部共
催「２００８永續發展與未來想像」研討會の開催（２００８

年４月２５日、長崎大学）

�台湾淡江大学で The Fourth Tamkang International
Conference on Ecological Discourse の開催（２００８

年５月２３－２４日）。

�インドネシア大学人文学部長Bambang Wibawarta
博士の来学と講演。

◆熱帯医学研究所での活動

「大洋州予防接種事業強化プロジェクト」（J-PIPS）

環
境
の
保
全
に
関
す
る
教
育
研
究
活
動

34 Environmental Report 2008



において、大洋州の対象１３カ国に対して、継続的にEPI

関連廃棄物処理に関する地域内研修の実施および社会

システムの構築と助言、さらに人材育成を行っている。

２００８年度のEPI（予防接種事業）廃棄物処理に関する

活動では、バヌアツ、ソロモン、ミクロネシア、ツバ

ル、フィジーの対象各国で、EPI 廃棄物処理の講義・

討論、廃棄物処理サイト訪問および実態調査を行った。

◆環東シナ海海洋環境資源研究センター

�平成２０年８月２０日から２９日まで、長崎大学―済州
大学校（韓国）との国際交流セミナーを行った。

「東シナ海の環境と資源の保全・回復」をテーマ

に開催され、済州大学生１０名（博士２名・修士８

名）・教員２名が来日し、本学生産科学研究科博

士前期課程の学生２９名との交流セミナーを行った。

�上海海洋大学と交流推進室の設置についての協議
�平成２０年１０月２０日から３１日まで、エクアドル国立
公園局海洋環境保全部の研修員を受け入れ、研修

を実施した。

�平成２０年１１月２５日から５日まで、ガラパゴス国立
公園局海洋環境保全部の研修員を受け入れ、指導

を実施した。

◆工学部での共同研究

日韓国際共同研究「環境低負荷型のセラミックス型

複合材料の開発」に参画し、環境低負荷型の炭素系複

合材料の研究開発を行った。
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産学官連携活動

産学官連携による環境研究を推進し、その研究
成果の社会への還元に努める。

◆漂着ごみに関する国内削減方策モデル調査に協力

教育学部では、漂着ごみについて、環境省と長崎県

が行っている国内削減方策モデル調査に協力しました。

「漂流・漂着ゴミに係る国内削減方策モデル調査」

は、平成１９、２０年度の環境省委託業務として進められ

ました。全国の海岸のうち、山形県酒田市（２箇所）、

石川県羽咋市、福井県坂井市、長崎県対馬市（２箇所）、

熊本県上天草市・苓北町、沖縄県石垣市・竹富町（西

表島）及び三重県鳥羽市の１０海岸において、漂流・漂

着ゴミの量、ゴミの種類、ゴミ排出国・地域の推定、

海流方向、風向きを考慮した海岸におけるゴミ散乱の

状態等の調査が、同一調査方法で実施されました。長

崎県対馬市では、島の西側に当る越高海岸と志多留海

岸をモデル海岸として調査が進められました。上に示

した調査の他に飛行機による上空からの撮影、モデル

海岸での週１回程度の定点観測調査を加え、ゴミ漂着

の時期と海流、風の関係を示す資料や海流による漂着

のシミュレーション等を基に、ゴミ削減の具体的方策

について検討・討議しました。

その結果、対馬の海岸への漂流・漂着ゴミは、大陸

や朝鮮半島からと思われるゴミも大量にあるが、国内

から排出されたゴミも相当に多いこと、漂流・漂着の

時期が海岸で特定できるのでその時期に清掃活動を行

えば効果的であることなどが分かりました。また、長

崎県が行ってきた日韓学生対馬会議における共同での

海岸清掃活動を協力して実施しました。

◆「産業・情報技術等指導者養成研修」を実施

教育学部では、文部科学省主催、（独）教員研修セン

ター委託事業「産業・情報技術等指導者養成研修」を

２月１６～２０日に開催し、三菱重工業�諫早工場「タン
デム型太陽電池」の施設見学やエネルギー変換技術に

関する講義・実習を行いました。

２月１６日�
【開講式】長崎大学教育学部長、教員研修センター教

育課題研修課

【工場見学】三菱重工業�長崎造船所諫早工場
【基調講演】文部科学省教科調査官による新学習指導

要領について

【講義・実習】エネルギー変換（LCA）技術について

２月１７日�
【講義・実習】情報モラル

【協議】中学校技術科における授業実践

【講義・実習】エネルギー変換（発電技術）の評価と

教材作り

２月１８日�
【講義・実習】ネットワーク活用（携帯端末）

【講義・実習】自立型ロボットの活用（エネルギーを

中心に）

２月１９日�
【講義・実習】ネットワーク活用（画像伝送技術）

【講義・実習】自立型ロボットの活用（制御を中心に）

２月２０日�
【講義・WS】講習内容の授業活用を考える

【講義】技術科における授業の構造化と授業評価

【閉校式・評価】長崎大学教育学部技術教室主任

◆産学官連携でCO２削減に関する研究を実施

独立行政法人日本学術振興会の中には、産官学研究

開発専門委員会の一つとして「直流長距離送配電の安

定化実現とキロヘルツ電力の利用に関する研究開発専
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門委員会」が設置されています。生産科学研究科の教

員は、この委員会の委員長として、水力発電や原子力

発電などによる大規模な集中型発電と長距離直流送配

電技術による電気エネルギーの効率的な発電供給シス

テム、及び太陽電池光発電、燃料電池発電、風力発電

等のクリーンな小・中規模の分散型発電システムにつ

いて検討しました。特に、データセンター用だけでな

く家庭用も含めた直流給電システム技術、パワーイン

ターフェースとしての新しい高効率の電力変換器、高

効率電力変換器のための新しい半導体スイッチングデ

バイスを用いた電力損失の低減等の省エネルギー技術

によるCO２の削減に関して、広い視点に立った研究を

行いました。また、世界的規模での水力発電の活用の

ための長距離直流送電技術の現状と課題及び太陽光発

電や燃料電池発電などのクリーンエネルギーによる分

散型発電方式と直流給電システムの重要性について提

言を行いました。

◆「TDK寄附講座エネルギーエレクトロニクス学講

座」を設置

地球環境の負荷低減につながる電源の研究を行うた

め、平成２０年４月、工学部に「TDK寄附講座エネル

ギーエレクトロニクス学講座」を設置しました。

本寄附講座は、パワーエレクトロニクス技術を利用

して各種電気電子情報機器の省エネルギー化を図る要

素技術を研究・開発することを目的にしています。な

かでも、電子情報通信機器を駆動するために用いられ

ている高効率スイッチング電源の性能改善に貢献でき

る研究成果として、平成２０年度には、国内外の学術誌

および研究会議に１６編の論文を発表しました。

平成２０年８月には、高校生を対象に、スイッチング

電源の省エネルギー効果について講演発表を行いまし

た。照明機器用電源をモデルとして、スイッチング電

源が従来の電源装置と比較して大幅な省エネルギー効

果があることを理論的に説明し、デモ実験も行いまし

た。また、平成２１年１月２８日には、本講座主催で「第

１回長崎大学エネルギーエレクトロニクス研究シンポ

ジウム」を開催しました。本学の教員以外に、産業技

術総合研究所やNTTファシリティーズの方々にご講

演いただき、約７０名の参加者による活発な議論が行わ

れました。
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地域連携活動

環境保全活動に関する知識・技術を発信し、地
域との連携・コミュニケーションを推進する。

◆長崎大学環境教育・研究マネジメントセンターにお
ける地域連携活動
昨年環境科学部に設置された環境教育・研究マネジ

メントセンターでは、雲仙市を持続可能な開発のため
の教育（ESD）の拠点としていくための「Eキャンレッ
ジプログラム」を中心とする地域連携のための活動が
本格的に開始された。
主要な活動は以下のとおりである。

１ 雲仙Ｅキャンレッジプログラム
�雲仙Ｅキャンレッジ交流センターの開所
平成２０年１０月３日�に雲仙氏小浜バスターミナルビ

ル２階に開設された「雲仙Eキャンレッジ交流セン
タ」の開所式及び開所記念講演会が挙行された。奥村
慎太郎雲仙市長の揮毫による看板の上掲式があり、主
催者来賓等の挨拶の後、岡山市京山地区ESD推進協
議会会長池田満之氏による講演があった。演題は「持
続可能な社会づくりのための地域教育活動の実例―岡
山市京山地区の取組―」であった。

�雲仙市地球温暖化防止対策・ESD協議会の開催
雲仙市の、市民や利害関係者の間で持続可能な開発

のための教育の拠点作りを進めるための議論の場であ
る協議会が３回開催された。
■第５回協議会
�）日時 平成２０年４月３０日
�）場所 雲仙市役所３階 第１第２第３会議室
�）議題と内容
・行動計画素案の作成
・パブリックコメントの実施について
・部会の設置について

■第６回協議会
�）日時 平成２０年７月４日
�）場所 雲仙市役所３階 第１第２第３会議室

�）議題と内容
・協議会新規委員について
・行動計画の作成および行動計画へのパブリックコ
メントの取り扱い

■第７回協議会
�）日時 平成２０年７月４日
�）場所 雲仙市役所３階 第１第２第３会議室
�）議題と内容
・環境教育計画（学びの計画）について

�ESDについての地域団体の交流会の開催
九州地方環境事務所と長崎大学との共催で、雲仙市

内および周辺地域で環境保全活動等の実践を行ってい
る団体の間での交流会を開催し、ネットワーク作りを
行った。事例報告では北九州市のESD協議会の活動
報告が寸劇を交えて行われ、その後の交流ミーティン
グではそれら団体の活動のより広い市民への拡大を
テーマとして参加者相互で意見交換を行った。
�）日時 平成２１年３月２４日�
�）会場 雲仙Ｅキャンレッジ交流センター（小浜バ

スターミナル２階）
�）プログラム

ESDセミナー・事例報告
意見交換・経験交流ミーティング

	地域イベント「田んぼの学校」の実施
大学、行政、協議会、そして市民のつながりを太く

することを目的として「田んぼの学校」を開催し参加
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した。
�）日時 １２月１２日�１３時
�）場所 市立小浜小学校（餅つき）及び雲仙Ｅキャ

ンレッジ交流センター（交流会）

�雲仙Ｅキャンレッジ交流センター開所記念公開講座
の開催
２００８年１０月２５日に「雲仙Ｅキャンレッジ交流セン
ター」を会場にして地域住民を対象とする公開講座を
開催した。参加者には修了証書が授与された。プログ
ラムの概要は以下のとおりである。
�）１部公開講座（１０：３０～１１：４５）

講師 長崎大学環境科学部 佐久間 正教授
演題 「環境への接し方～金子みすゞの詩から学

ぶ～」
�）２部公開講座（１３：００～１４：１５）

講師 長崎大学医学部保健学科 松坂 誠應教授
演題 「高齢者の転倒予防～いつまでも元気で過

ごすコツ～」
�）３部公開講座（１４：３０～１５：４５）

講師 長崎大学環境科学部 馬越 孝道准教授
演題 「雲仙火山の地震活動」

�「まちエコ講座」モデル事業
２００８年度の長崎県からの受託事業「雲仙環境のまち
づくり」として、環境科学部の学生や教員が、雲仙市
においてごみ不法投棄の回収体験、長崎県立国見高等
学校の環境活動に対する支援、農業・環境保全調査活
動にあたり、それらの成果を、公開講座として広く発
信した。なお、この事業の一部は２００８年度に新設の環
境科学部環境政策コース専門科目「地域技術論」と連
携しておこなった。
また、「大学生がごみ拾いをしました」「国見高校は

がんばっています」と題した報告書を、子ども向けの
副読本として利用できることを想定した内容で構成し、
作成・配布した。活動内容の全般は、３月１５日�に開
かれた第４回長崎県「＋エコ運動」エコ大使サミット
（於：長崎大学中部講堂）の場で報告した。
活動の一部は、３本の映像にまとめ、You Tube に

投稿し公開している（「長崎大学環境科学部」で検索
すると見ることができる。）。
公開講座は平成２１年２月１９日�の午後に雲仙Eキャ
ンレッジ交流センターで３つのセッションを設けて開
催された。概要は以下のとおりである。
・セッション	（地域資源・観光）（１３：０５～１３：５０）
座長：渡邊貴史准教授
「長崎県小浜温泉地域における街路景観の特徴」
（江村有香・禅院昭・秋山克史・渡邊貴史）
「長崎県小浜温泉地域における地域資源を行かし
た取り組みの現状」（安達可菜・宗邦彦・
村文

人・永山一樹・渡邊貴史）
「地熱利用の事例研究」（山野晃太・馬越孝道）
・セッション�（意識と実践）（１３：５５～１４：４０）
座長：小野隆弘教授
「長崎県雲仙市民に対する環境意識調査について」
（番途綾香・儀保祐姫）
「雲仙市における持続可能なまちづくりのための
ESD指標についての考察」（松嶋なぎさ）
「長崎県立国見高等学校における環境活動の現状
と課題」（松田香穂里）

・セッション�（１年生の取り組み）（１４：４５）
座長：中村修准教授
「長崎県雲仙市における農産物直販所の現状」（四
井愛美・鷲塚愛・山田千尋）
「雲仙市の不法投棄ごみについて
小学生向け資
料の作成 �海岸のごみについて」（佐藤龍平・
山口明日香・大石英和・酒本博嗣）

�「観光・環境のまちづくり」市民講座
平成２１年２月１９日には、環境教育環境マネジメント

センター深見聡准教授により、「地域資源を活かした
観光まちづくり・大河ドラマ『篤姫』に学ぶ」と題し
た市民講演会を実施した。（場所：雲仙Ｅキャンレッ
ジ交流センター）

２ 学生さんの町おこし・地域づくり事業
斬新な発想と地域の実情に精通した多様な主体

（NPO法人、コミュニティ、学校、商店街、企業等）
の協働による、新たな視点での地域づくりを目的とし
た「長崎県学生さんのまちおこし・地域づくり事業」
（２００８年度長崎県よりの受託事業）を実施した。姫野
教授のグループ（学部専門科目「環境政策演習A」の
履修学生ら）が中心になり、「荒地に花を咲かせま
SHOW」をテーマに掲げ、西海市大瀬戸町雪浦地区
における活動をおこなった。
具体的には、耕作放棄地の活用と地域循環エネル

ギーのモデル形成を目指し、地域住民の方々との意見
交換会、２００８年６月から耕作放棄地の開墾とヒマワリ
の育成、収穫と種の油絞り、ひまわり焼酎の製造（杵
の川酒造に依頼）に取り組んだ。この一連の活動に対
して、長崎県から優秀賞が授与された。
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◆長崎大学エネルギー環境教育研究会における地域連
携活動
長崎大学エネルギー環境教育研究会は教育学部、環

境科学部、工学部及び外部関連機関が共同で設立した
組織であり、学校、地域社会でのエネルギー環境教育
の実践的連携活動を行った。また、漂着物に関するイ
ベントを開催した。それらの活動の中で、教育学部等
が中心となった連携活動は以下の通りである。
・エネルギー関連施設見学（玄海原子力発電所、参加
者：各２５名（教育・工学部）、開催日：２００９年２月
２３日）
・省エネ教室 in 滑石小学校・宮中学校佐世保（連携
機関：（財）省エネルギーセンター、佐世保市役所
環境部、参加者：７０名・４０名、開催日：２００８年９月
２２日、１０月２７日、１１月１７日・９月２４日、１２月２日、
２００９年２月９日）

・長崎市立大園小学校校内教員研修「ビオトープ活性
化プロジェクト」（参加者：２８名、開催日：２００８年
８月２９日）（関連記事３２Ｐ）

◆サイエンスワールド２００８
長崎大学教育学部の学生と教員が主催して、９月２３

日に諫早市で開催したサイエンスワールド２００８では、
エネルギーや環境に関する内容として、漂着ゴミの展
示、地球温暖化に関する実験、各種発電体験等の市民
参加型学習イベントが行われ、約３００名の参加者を得
た。また、同様の事業が、水産学部の実習船の協力に
よって、１１月８日に対馬市（参加者：約４５０名）で開
催された。さらに、同様の取り組みが、２００９年１月１７
日に長崎県のココロねっこ事業として長崎市（参加
者：約２００名）で、そして、佐世保市宇久島（参加者：
約１７０名）開催された。

◆出前授業、教員セミナーほか（教育学部）
エネルギーと環境に関連する出前授業や教員セミ

ナーが、本学部教員によって多数開催された。
●教員対象セミナー（エネルギー・資源、地球温暖化
防止関連）

・佐世保市立赤崎小学校校内教員研修（７／１６）
・文部科学省原子力体験セミナー（教員研修）（７／
２５）
・�九州・山口経済連合会「九州教職員ネットワーク
意見交換会」（８／７）

・長崎技術教育研究会（８／１１－１２）
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・環境エネルギーセミナー in 佐賀（１０／４）
・長崎県教育センター研修講座（理科教育：高校物
理）（１０／１７）

・JST環境学習に関する指導力向上講座（１２月に計
４回）

●出前授業（省エネルギー・資源、地球温暖化防止関
連）
佐賀県立鹿島高等学校（４／２３）、佐世保市立早岐
小学校（７／２）、松浦市立調川中学校（７／８）、
佐世保市立赤崎小学校（７／８）、西海市立崎戸中
学校（１０／７－１１／２１計３回）、新上五島町立浜ノ
浦小学校（１２／１１）

●一般講演・実験
・伊万里市生涯学習センターで講演会「子どもでもわ
かる地球温暖化」（１１／１１）

・長崎市立科学館チャレンジサイエンス（１２月～３
月）

・長崎市や垂水市の青少年のための科学の祭典（１０／
１８－１９、１２／６）

◆EST（持続可能な交通）ステークホルダー会議塾
長崎市が主催する長崎伝習所内に長崎ESTステー

クホルダー会議塾を立ち上げ、一般市民の参加の下で、
長崎市における持続可能な交通に関する知識・情報を
提供し、様々な議論を重ねた。
概ね月１回の割合で例会を開催し、二酸化炭素を大

幅に削減するための地域交通のあり方についての勉強
会を行い、塾生同士で議論を重ねてきた。また、長崎
都市圏における都市交通に関係する利害関係者（ス
テークホルダー）を集めて長崎EST市民フォーラム
を開催した。このフォーラムにおいて、概ね５０年後の
長崎都市圏における交通のあるべき姿及びそれを実現
するための政策についての市民提言をまとめ長崎市長
に手渡した。

◆長崎水産科学フェア
平成２０年１０月１９日�「第６回ながさき水産科学フェ

ア」を開催した。環東シナ海海洋環境資源研究センター
がある多以良町の国際海洋総合研究ゾーンに設置され
ている（独）水産総合研究センター西海区水産研究所、
長崎県総合水産試験場、環東シナ海海洋環境資源研究
センターが共催し、「研究機関としての地域貢献」を
目的とし、三機関の概要や研究内容などを広く県民に
知ってもらう為に開催した。

◆出島サイエンスカフェ
長崎大学・長崎市中央公民館共催により長崎出島サ

イエンスカフェが開催された。このサイエンスカフェ
は長崎を取り巻く「海」と「食料」という環境と関連
の深い視点から水産研究の最前線を一般の方に知って

もらうことを目的に開催した。

◆共同研究集会
全国共同利用研究所としての役割も持っている熱帯

医学研究所では、本研究所の教員や研究者が所外の研
究者らと共同で研究討論集会を行っている。この研究
集会では、参加者として専門分野の研究者のみならず、
一般市民にも門戸を広げ、現在行われている研究内容
を分かりやすく説明し、熱帯医学研究所から最先端の
知識・技術を発信している。
２００８年１１月１７日、１８日には「健康開発政策と実践事
例－感染症対策における社会技術的アプローチ－」と
いうテーマで国際健康開発政策学分野が開催した。こ
の研究集会は、熱帯医学の中で最も重要な感染症に対
して、環境や文化などの社会環境の変化の中で、どの
ように対策を取っていく必要があるのか、様々な分野
の研究者によって研究発表が行われた。
研究集会では、感染症についての現状や対策につい

ての報告がなされ、その背景にある人間の居住空間の
拡大等に伴う環境破壊や文化の変化などについて、
種々の社会技術的アプローチによってどのように定量
化し、それを評価すれば良いのか、実際に行われてい
る調査研究を通して提言が行われた。また、感染症拡
大の一因となっている社会的環境の変化による悪影響
を最小限にとどめるためには、地域の連携が大切であ
り、そのことが重要な感染症対策となることが報告さ
れた。
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この研究集会を通して、熱帯医学と、それを考える
上で今や外すことができない環境保全の重要性につい
て、長崎大学熱帯医学研究所から地域の方々に情報発
信することができた。

◆環境分析技術研修
共同研究交流センターでは、地域の人材育成事業

（「長崎県長崎・島原地域産業活性化人材養成等支援
事業」）の一環として、長崎県等と共同で環境分析技
術研修を行った。
地場企業、新規創業企業、及び誘致対象企業におい

て求められる産業人材を育成することを目的とした。
定員を大きく上回る応募があったが、地元地域の企業
等の環境分析に関心のある人や実際に分析業務に携
わっている人２０名が対象となった。実践的な能力向上
のため、座学だけでなく実際の分析操作の実習に重点
を置いて研修を行った。また、それにより、具体的な
現場の作業に直結した有意義な質疑応答や意見交換を
行うことができた。

○日程：平成２１年１月１９日�～１月３０日�
○時間：１８：３０～２０：３０
○場所：長崎大学総合教育研究棟他
○定員：２０名
○各階の内容：
１／１９� オリエンテーション・排水・廃棄物・大

気の法規制について
１／２０� 水中VOC分析・ｎ‐ヘキサン抽出物の

分析、廃棄物の溶出試験・マイクロ波加
熱分解

１／２１� BOD分析の開始・TOC分析
１／２２� ICP 発光分析による重金属および還元気

化法による水銀測定
１／２３� 臭気の測定・検知管による測定・騒音測

定
１／２６� 排水中のＴ‐Ｎ・Ｔ‐Ｐ分析
１／２７� 重金属およびCODの簡易測定法
１／２８� バイオアッセイによる排水管理（初日）
１／２９� バイオアッセイによる排水管理（解析）・

BOD分析の解析
１／３０� 大気成分捕集と大気中VOC・アルデヒ

ド分析
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教育研究活動�

（環境教育・環境研究）�

input output

output

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

環境影響の全体像（マテリアルバランス）

平成２０年度にて

総エネルギー投入量：５９５，１５６GJ

電気 ４４６，１３１GJ（４４，７４７MWh）

ガス ８３，５８７GJ（１，８１３k�）

重油 ６５，０３４GJ（１，６６３k�）

灯油 ４０４GJ（１１k�）

総物質投入量

コピー用紙使用量：１６６，７９８�

化学物質：PRTR対象物質（調査対象１０物質）

取扱量 ４，７３５�

その他：（数値なし）

有機溶媒、化学薬品、教育研究・医療用機材 等

水資源投入量：４４７，２５８�

市水 ２９，５９８�

井水 ４１７，６６０�

5 環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

大学の活動の成果・社会貢献

学部卒業生（１，７１２名） 共同研究受入件数（１３８件）

大学院修了者（５４１名） 受託研究受入件数（１５３件）

修 士（４１８名） 特許出願件数（３６件）

博 士（１２３名） ライセンス・オプション契約（１７件）等

温室効果ガス等：

CO２排出量 ２５，９８５t（３３，５０３t）

電気 １７，３１７t（２４，８３５t）

ガス ４，１３４t（ ０t）

重油 ４，５０７t

灯油 ２７t

※上記数値は新たな換算係数による数値

（ ）内は従来の換算係数による数値

化学物質排出量・移動量

PRTR対象物質排出量・移動量

クロロホルム ： １５�（大気排出）
：１，１００�（事業所外移動）

廃棄物等総排出量： （一部記載）

廃棄物最終処分量： （一部記載）

総排水量： ４４７，２５８�

P.４４

P.４５

P.４５

P.４６

P.４７

P.４９
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環境負荷の状況

総エネルギー投入量

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

3.000�

2.500�

2.000�

1.500�

1.000�

0.500�

0.00

GJ GJ/m2

総消費量（GJ）� 消費量原単位（GJ/m2）�

20年度�18年度� 19年度�

595,156

506,203 511,387

1.7800

1.6132
1.6934

年 度
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

項 目
電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

電 気
（MWh） ３９，９５５ ４０，２６９ ４４，７４７

ガ
ス
（�）

１３A ５０６ ６１７ １，８１２

プロパン １ １ １

重 油
（k�） ２，１５８ ２，０６８ １，６６３

灯 油
（k�） ０ １０ １１

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

（GJ）

電 気 ３９８，３４８ ４０１，４８４ ４４６，１３１

ガ

ス

１３A ２３，４２６ ２８，６０１ ８３，５３２

プロパン ７１ ６６ ５５

計 ２３，４９７ ２８，６６７ ８３，５８７

重 油 ８４，３５８ ８０，８６９ ６５，０３４

灯 油 ０ ３６７ ４０４

合 計 ５０６，２０３ ５１１，３８７ ５９５，１５６

床面積当りエネ
ルギー消費量
（対１８年度比）

（GJ／�）

１．６１３２
（１００％）

１．６９３４
（１０５．０％）

１．７８００
（１１０．３％）

（参考）延床面積
（�） ３１３，７９０ ３０１，９８０ ３３４，３６０

新規稼働棟
（�）

文教２他
－３，７９８

（サークル
セ ン タ ー
増・工学部
改修、同窓
会館減 他）

文教１、文
教２
改修工事
－１７，１４９

文教２改修
工事
－７，９５３

（工学部、
教育学部）
坂本２新営
工事
４３，７６３

（新病棟・
診療棟）
坂本２改修
工事
－２５，３３６

（病院本館
�期）

投入エネルギーの内訳

＊データの値は９団地（片淵・坂本１・坂本２・文教町１・文
教町２・柳谷町・島原・多以良町・時津町）とする。

�総エネルギー投入量（GJ）
平成２０年度のエネルギー投入量は前年度より約１６％

上昇しています。要因として坂本２団地の病棟・診療棟
の本格稼働によりエネルギーが増加したこと及び文教
町２団地での学部等の建物改修工事により、個別空調
面積が増加したことが主な要因であると考えられます。
※昨年度に比べ、延床面積で３２，３８４㎡増加しています

■総エネルギー投入量の推移

※単位（GJ）について
熱量換算係数は、以下の通り

電気 １MWh ９．９７GJ
ガス・都市ガス（１３A）１k� ４６．３GJ ４６．１GJ
ガス・プロパンガス １k� ９９．０GJ 注）１
重油 １k� ３９．１GJ
灯油 １k� ３６．７GJ

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則
最終改正：平成１８年９月１９日経済産業省令第８８号に基づき算出）
注）１…平成２０年度より西部ガス（供給会社）公表値４６．１を採用

�単位面積当たりのエネルギー消費量（GJ／�）
平成２０年度は前年度より床面積当たりのエネルギー

消費量が約５％上昇しています。要因として、１）坂
本２団地において、病棟・診療棟の本格稼働に伴うエ
ネルギーが増加したこと ２）病院本館改修において、
改修中も空調設備等を継続して稼働したこと ３）文
教町２団地において、改修工事により個別空調面積が
増加したことが主な要因であると考えられます。

�投入エネルギーの内訳
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電気

ガス

重油

総物質投入量

コピー用紙

180,000�

160,000�

140,000�

120,000�

100,000�

80,000�

60,000�

40,000�

20,000�

0

kg

20年度�18年度� 19年度�

166,798

141,327 142,209

水資源投入量

水

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

2.00�

1.50�

1.00�

0.50�

0.00

m3 m3/m2

総使用量（m3）� 使用量原単位（m3/m2）�

20年度�18年度� 19年度�

1.34

1.59 1.60

447,258

496,747
482,878

年 度
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

項 目

上水使用量
（�）

市水 ２１，２８４ ２１，８８８ ２９，５９８

井水 ４７５，４６３ ４６０，９９０ ４１７，６６０

合計 ４９６，７４７ ４８２，８７８ ４４７，２５８

床面積当
たり上水
使用量
（対１８年
度比）
（�／�）

市水 ０．０７
（１００％）

０．０７
（１００％）

０．０９
（１２９％）

井水 １．５２
（１００％）

１．５３
（１０１％）

１．２５
（８２．２％）

合計 １．５９
（１００％）

１．６０
（１０１％）

１．３４
（８４．３％）

（参考） （�）
延べ床面積 ３１３，７９０ ３０１，９８０ ３３４，３６０

水源の内訳の推移

平成１８、１９年度は電気使用量は約４０，０００MWhで横
ばいの値になっていますが、２０年度は前年度より約
１１％上昇しています。これは坂本２団地の病棟・診療
棟の本格稼働及び文教町２団地での学部等の建物改修
工事により、個別空調面積が増加したことが主な要因
であると考えられます。

ガス使用量は前年度より約３倍の増加になっていま
す。これは坂本２団地の病棟・診療棟の本格稼働及び
学部等の建物改修工事でガス式空調機を多数導入した
ことが主な要因であると考えられます。

重油の使用量は、年々減少しています。２０年度の減
少の要因としては、坂本１団地の動物実験施設の空調
設備の油式からガス式への更新及び坂本２団地の病院
本館改修工事に伴い、病院本館のボイラー等による使
用量の減少が考えられます。

使用量は、横ばい傾向で推移していましたが、平成
２０年度は、大学病院の新病棟開院に伴い新たに導入さ
れた医事システムで使用する用紙が、専用紙からコ
ピー用紙へ変更となったことや、その他の新規事業や
限定的な特殊要因等を含め、使用量が増大しました。
今後とも、各種書類等のペーパーレス化（電子化）、

両面コピー等の省力化を行い、使用量の低減を図る予
定です。

■コピー用紙使用量の推移

使用量は減少しています。要因として建物改修でト
イレなどに節水用水栓の導入や、省エネ対策の啓発に
よる節水への取組みなどが結果に現れていると思われ
ます。

■水資源投入量の推移
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CO２排出量

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

0.11000�

0.08000�

0.05000

t t/m2

CO2総排出量（t）� CO2排出量原単位（t/m2）�

20年度�18年度� 19年度�

0.07772

0.07009

0.07495

25,985

21,992
22,632

項目 単位
従来CO２
排出係数

新CO２排出係数
（九州電力㈱公表値）

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

電気 １kWh ０．５５５kg ０．３７５ ０．３８７ ０．３８７

ガス・都市ガス（１３A) １� ２．２８kg

ガス・プロパンガス １� ５．８９kg

重油 １Ｌ ２．７１kg

灯油 １Ｌ ２．４９kg

年 度
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

項 目

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
（
ｔ
）

電 気※ １４，９８３
（２２，１７５）

１５，５８４
（２２，３４９）

１７，３１７
（２４，８３５）

ガ
ス

１３A １，１５８ １，４１４ ４，１３１

プロパン ４ ４ ３

計 １，１６２ １，４１８ ４，１３４

重 油 ５，８４７ ５，６０５ ４，５０７

灯 油 ０ ２５ ２７

合 計※ ２１，９９２
（２９，１８４）

２２，６３２
（２９，３９７）

２５，９８５
（３３，５０３）

床面積当りCO２
排出量
（対１８年度比）

（t／�）

０．０７００９
（０．０９３００）

０．０７４９５
（０．０９７３５）

０．０７７７２
（０．１００２０）

（１００．０％）
（（１００．０％））

（１０６．９％）
（（１０４．７％））

（１１０．９％）
（（１０７．７％））

（参考）延床面積
（�） ３１３，７９０ ３０１，９８０ ３３４，３６０

CO２排出量内訳の推移

※Ｈ２０年度から新CO２換算係数を用いた値
（○○○○）…従来のCO２換算係数を用いた値

平成２０年度のCO２排出量は、前年度より約１５％増加
となります。要因として坂本２団地の病棟・診療棟の
本格稼働で、予想以上にエネルギーが増加したこと及
び文教町２団地での学部等の建物改修工事により、個
別空調機器が増加したことが主な要因であると考えら
れます。今後も地球温暖化対策に向け、更に一層のCO２
排出量の削減に取組む必要があると考えています。
※今年度より、CO２換算係数は九州電力株式会社の公
表値を採用しております（改正温対法の施行により、
平成２１年４月からデフォルト値（０．５５５�／kWh）が廃
止されました）

■CO２排出量の推移

※単位について
CO２排出量換算係数は、以下の通り

（地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
最終改正：平成１８年１２月２２日政令第３９７号に基づき算出）
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化
学
物
質
の
排
出
量
・
移
動
量

平
成
１８
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

計
医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

附
属
病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部
環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

８
，１
９４

３
，１
３０

２５
０

４
，８
１４

２
，９
０３

１５
０

４０
０

２
，３
５３

７
，４
０４

５０
０

５
，５
１１

０
１４

１
，３
７９

０
１８
，５
０１

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

１０
，３
５８

３５
８

１０
，０
００

０
２０
，１
８３

０
１９
，８
６９

３１
４

６６
６
，２
４３

４６
，１
１９

５６
３
，４
９６

３
，３
８３

１４
，１
４４

３９
，１
０１

０
６９
６
，７
８４

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

６４
９

５３
８

１
１１
０

６
，６
８４

０
１３
８

６
，５
４６

１
，２
２６

５３
５

６７
１

０
９

１１
０

８
，５
５９

６３
キ
シ
レ
ン

３７
，０
５４

３１
，９
７４

５
，０
００

８０
９６
，２
１７

３１
，８
１２

３１
，３
６５

３３
，０
４０

３４
，４
１０

０
１３
，１
８２

０
０

２１
，２
２８

０
１６
７
，６
８１

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

６
，５
６９

５
，６
５１

２０
８９
８

４５
，６
４２

２０
０

４
，８
１１

４０
，６
３１

９３
４
，２
５２
１０
６
，３
０９

８２
４
，２
６８

０
１
，１
４９

１
，６
３６

８９
０

９８
６
，４
６３

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

０
０

０
０

１３
０

０
１３
１
，５
２６
，０
００
８２
９
，３
７７

５９
５
，９
０９

１４
，６
１９

６２
，８
０５

２３
，２
９０

０
１
，５
２６
，０
１３

２２
７
ト
ル
エ
ン

１５
，３
１６

１５
，０
００

０
３１
６

１
，３
０８

６１
５

０
６９
３

２６
８
，６
５１
２１
３
，５
７２

５２
，７
１３

０
０

２
，３
６６

０
２８
５
，２
７５

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

３
，６
６４

２
，５
０７

０
１
，１
５７

９
，９
５１

１０
０

２５
０

９６
０１

２
，５
９１

３１
５

２
，０
９８

２
６

１７
０

０
１６
，２
０６

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

８９
１

０
８８

４
，９
０２

４４
０

４
，４
１８

４４
１０
８
，７
３６

１５
，０
５３

４３
，５
３０

４７
，４
６６

５０
２
，６
３７

０
１１
３
，７
２７

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

９８
，０
３１

９７
，２
４２

０
７８
９

４４
，９
５２

１６
３

４１
，０
９２

３
，６
９７

４８
，８
５７

６２
２
，７
４０

３６
，０
１０

０
１０
，０
４５

０
１９
１
，８
４０

計
４
，０
１１
，０
４９
�

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

P
R
T
R
と
は

（
P
ol
lu
ta
nt
R
el
ea
se
an
d
T
ra
ns
fe
r
R
eg
is
te
r：
化
学
物
質
排
出
移
動

量
届
出
制
度
）
と
は
、
有
害
性
の
あ
る
多
種
多
様
な
化
学
物
質
が
、
ど
の
よ

う
な
発
生
源
か
ら
、
ど
れ
く
ら
い
環
境
中
に
排
出
さ
れ
た
か
、
あ
る
い
は
廃

棄
物
に
含
ま
れ
て
事
業
所
の
外
に
運
び
出
さ
れ
た
か
と
い
う
デ
ー
タ
を
把
握

し
、
集
計
し
、
公
表
す
る
仕
組
み
で
す
。

対
象
と
し
て
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
た
化
学
物
質
を
製
造
し
た
り
使
用
し
た

り
し
て
い
る
事
業
者
は
、
環
境
中
に
排
出
し
た
量
と
、
廃
棄
物
や
下
水
と
し

て
事
業
所
の
外
へ
移
動
さ
せ
た
量
と
を
自
ら
把
握
し
、行
政
機
関
に
年
に
１

回
届
け
出
ま
す
。

－
環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
－

ht
tp
://
w
w
w
.e
nv
.g
o.
jp
/c
he
m
i/p
rtr
/a
bo
ut
/a
bo
ut
-1
.h
tm
l

長
崎
大
学
坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
、
２
お
よ
び
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
は
、
P
R
T
R
法
（
化
学
物
質
排
出

把
握
管
理
促
進
法
）
対
象
事
業
所
に
該
当
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
環
境
安

全
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
部
門
で
は
、
各
キ
ャ
ン
パ
ス
ご
と
に
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱

量
を
調
査
・
集
計
し
、
一
定
量
以
上
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
環
境
中
へ
の
排
出
量
お
よ
び
廃
棄
物
等

と
し
て
の
移
動
量
と
し
て
報
告
し
て
い
ま
す
。
取
扱
量
の
調
査
は
、
平
成
１４
年
度
か
ら
開
始
し
て
お

り
、
過
去
の
集
計
結
果
は
す
べ
て
環
境
安
全
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
部
門
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て

い
ま
す
（
ht
tp
://
w
w
w
.e
p.
na
ga
sa
ki
-u
.a
c.
jp
/p
rt
r/
pr
tr
.h
tm
）。

平
成
２０
年
度
の
調
査
で
は
、
取
扱
量
が
１
ト
ン
を
超
え
た
物
質
は
、
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
の
ク
ロ
ロ

ホ
ル
ム
と
な
り
ま
し
た
。
文
教
キ
ャ
ン
パ
ス
で
の
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン
の
取
扱
量
は
、
平
成
１５
年
度
か

ら
一
貫
し
て
１
ト
ン
を
超
え
て
い
ま
し
た
が
、
平
成
２０
年
度
は
初
め
て
１
ト
ン
を
超
え
ま
せ
ん
で
し

た
。
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平
成
１９
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

計
医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

附
属
病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

８
，０
０３

４
，０
６６

１５
０

３
，７
８７

１
，９
０３

５０
０

５５
０

８５
３

７
，８
９２

８０
０

５
，８
２３

０
６４
６

６２
３

０
１７
，７
９８

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

１９
，６
７０

２３
８

１０
，０
００

９
，４
３２

３４
，５
５０

０
３４
，５
５０

０
８４
５
，９
９０

１５
，４
５９

７７
３
，５
０２

１
，９
９４

１８
，８
６０

３６
，１
７６

０
９０
０
，２
１１

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

８８
２

６７
４

０
２０
８

６
，３
２３

０
５５
０

５
，７
７３

５０
０

３５
３７
９

０
１６

０
７０

７
，７
０５

６３
キ
シ
レ
ン

３７
，１
１４

３１
，５
４７

５
，５
６８

０
１７
２
，９
６１

９０
，３
２９

１９
，０
０８

６３
，６
２４

７
，８
１６

７２
２
，５
１７

０
１
，１
７９

４
，０
４８

０
２１
７
，８
９１

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

２７
，２
１７

２２
，６
４４

１３
８

４
，４
３５

３０
９
，１
８５

２
，０
３２

２７
４
，８
６９

３２
，２
８４
１
，１
７０
，６
３１
１１
５
，６
０２
１
，０
５０
，２
１０

０
３
，８
７３

０
９４
６
１
，５
０７
，０
３３

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

３
，９
８７

３
，９
８７

０
０

３７
６

０
３７
６

０
１
，０
５９
，６
９６
６５
５
，７
８２

３１
７
，９
１８

７
，５
８５

６５
，１
２１

１３
，２
９０

０
１
，０
６４
，０
５９

２２
７
ト
ル
エ
ン

１５
，４
９０

１５
，０
００

０
４９
０

６
，９
２２

５３
７

０
６
，３
８５

１２
５
，４
２８

８６
，４
１８

３８
，５
７５

０
２

４３
３

０
１４
７
，８
４０

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

１０
，１
１７

６
，４
３９

３５
０

３
，３
２８

４
，１
５０

７５
０

０
３
，４
００

４
，７
６３

８７
９

２
，２
５１

０
７１
３

４１
９

５０
０

１９
，０
３０

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

１５
８

１５
８

０
０

１４
，０
００

１３
，９
５６

０
４４

２５
，８
６３

１
，１
０９

１０
，３
７５

１１
，７
４２

０
２
，６
３７

０
４０
，０
２１

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

８５
，５
２８

７８
，５
９７

５２
６
，８
７９

３７
１
，６
３２

６
，４
７７

３６
１
，６
５６

３
，４
９８

１４
８
，１
９２

２１
０

１
，５
５６
１０
８
，０
００

９９
３８
，３
２７

０
６０
５
，３
５２

平
成
２０
年
度
－
P
R
T
R
法
第
１
種
指
定
化
学
物
質
取
扱
量
（
単
位
：
�
）

政
令
番
号

指
定
化
学
物
質
名

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
１
（
基
礎
地
区
）

坂
本
キ
ャ
ン
パ
ス
２
（
病
院
地
区
）

文
教
キ
ャ
ン
パ
ス

合
計

合
計

医
学
部

（
基
礎
）

先導
生命
科学
研

究支
援セ
ンタ
ー
熱
帯
医
学

研
究
所

計
医
学
部

（
臨
床
）

医
学
部

附
属
病
院

歯
学
部

計
工
学
部

薬
学
部

教
育
学
部

環
境
科
学
部
水
産
学
部
共
同
研
究
交

流
セ
ン
タ
ー

２
ア
ク
リ
ル
ア
ミ
ド

３
，７
３１

２
，８
７６

１５
０

７０
５

１
，７
４５

５２
５

０
１
，２
２０

６
，４
９８

１
，０
３３

４
，４
７５

０
３１
０

６８
０

０
１１
，９
７４

１２
ア
セ
ト
ニ
ト
リ
ル

７
，９
３４

１８
３

５
，０
００

２
，７
５１

２５
４

０
１８

２３
６

５２
２
，８
７７

９
，７
４１

４８
９
，９
４４

１
，１
１３

１４
，１
４８

７
，９
３１

０
５３
１
，０
６５

４７
エ
チ
レ
ン
ジ
ア
ミ
ン
四
酢
酸

４０
４

３２
９

０
７５

９
，６
８０

０
０

９
，６
８０

９３
１

３５
４８
４

０
２２

３９
０

０
１１
，０
１５

６３
キ
シ
レ
ン

２０
２
，２
７８

１９
５
，０
４７

３
，０
００

４
，２
３１

１８
３
，１
５６

６３
，７
４０

７７
，１
７６

４２
，２
４０

７
，９
８４

０
１
，７
１６

０
５４
５

５
，７
２３

０
３９
３
，４
１８

９５
ク
ロ
ロ
ホ
ル
ム

２６
，４
５２

２２
，４
７９

９２
３

３
，０
５０

３４
４
，６
１９

２３
，５
８８

２８
６
，０
８３

３４
，９
４８
１
，２
４８
，８
８２

９８
，０
０６
１
，１
４６
，９
６０

０
１
，８
９４

５２
０

１
，５
０２
１
，６
１９
，９
５３

１４
５
ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ
ン

７
，８
００

７
，８
００

０
０

０
０

０
０

９９
６
，８
２８
７２
５
，８
５１

２０
１
，９
９４

３１
９
５４
，６
１７

１３
，９
８７

６０
１
，０
０４
，６
２８

２２
７
ト
ル
エ
ン

２
，５
９８

２
，５
９８

０
０

２８
，６
６７

２８
，５
８０

０
８７

１５
７
，９
７８

７９
，７
６７

７５
，７
７２

１
，４
３０

９
１
，０
００

０
１８
９
，２
４３

２６
６
フ
ェ
ノ
ー
ル

１１
，０
３９

９
，５
２６

５４
８

９６
５

４
，６
１７

３３
０

１３
７

４
，１
５０

２
，４
２０

６３
５

９４
８

０
１５
７

６８
０

０
１８
，０
７６

２９
９
ベ
ン
ゼ
ン

６１
，５
３０

６１
，５
３０

０
０

２
，８
７６

２
，８
３２

０
４４

１０
，３
３８

１
，６
５０

５
，０
３３

４０
２

９
３
，２
４４

０
７４
，７
４４

３１
０
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

１２
９
，５
７２

１２
３
，７
１３

１
５
，８
５８

７１
０
，０
０３

２７
，６
７１

６７
８
，１
８８

４
，１
４４

４１
，６
７２

３３
８

２
，５
６９

０
１５
４
３８
，６
１１

０
８８
１
，２
４７

計
４
，７
３５
，３
６３
�

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

計
４
，５
２６
，９
４０
�

※
小
数
点
以
下
は
四
捨
五
入
で
表
示

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況

48 Environmental Report 2008



平成１８年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２７０ ０．０２７

公共用水域への排水 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７９０ ０．０

平成１９年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２１ ２１０ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ３．２ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７８０ ３９０ ０．０２４

平成２０年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 １５ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 １，１００ ０．０

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

６２８
２１３
１１９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１０１
１３４

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４７６
９４
５９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１６
１５８

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４６５
８６
５７

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１０４
１５７

取扱量が１トンを超えた文教キャンパスのクロロホ

ルムおよび特別要件に該当するダイオキシン類につい

ては、排出量および移動量を調査し、その結果を長崎

県に報告しました。PRTR法では、人や生態系に有害

な恐れがある化学物質を調査対象としています。クロ

ロホルム等をはじめとするこれらの化学物質の取扱量

削減への取り組みは、環境リスクの低減に向けた今後

の検討課題といえます。

ごみの減量化、リサイクル推進のため、以下の廃棄

物区分のもとに収集を行っています。

� 一般廃棄物（事業系ごみ）

・可燃ゴミ（紙、木、繊維等）

・不燃ゴミ（プラスチック・金属 等）

・再資源ゴミ

（新聞紙、上質紙等）

（アルミ缶、ペットボトル）

� 特別管理一般廃棄物

・感染性一般廃棄物

� 産業廃棄物

・廃プラスチック・ゴム類

・ガラス類（２５０�未満の試薬瓶）
・２５０�以上の割れていないガラス製試薬瓶
・金属類

� 特別管理産業廃棄物

・感染性産業廃棄物

・薬品等

（廃油・有機系実験系廃液・無機系実験系廃液に

ついては、学内で定期的に分別収集し、廃液処理

施設において処理されています。）

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

ここでは、外部の業者に処理委託を行っているキャ

ンパス２箇所（文教・坂本）における一般廃棄物、非
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有機系廃液回収量� 無機系廃液回収量�

18年度� 19年度� 20年度�

36,410 37,486
39,684

3,232 3.3712,640

輸送に係る環境負荷の状況

年 度 １８年度 １９年度 ２０年度

重 油 ４２０，２３８ ４０９，０８６ ４５５，１１６

軽 油 １８２，００３ １９３，８８５ １９２，５７１

単位：�

感染性産業廃棄物（プラスチック、ガラス、陶磁器）

及び感染性産業廃棄物の排出実績について集計してい

ます。

■実験系廃液回収量

実験廃液回収量は、平成１８年度頃まで増加し続けて

きましたが、その後は実験廃液削減の努力が実を結び、

有機系、無機系廃液の合計で４万リットル前後を維持

しています。今後も引き続き、薬品の効率的な使用等

による実験廃液削減の努力が求められます。

水産学部練習船（長崎丸、鶴洋丸）について、燃料

使用量を以下に記載します。
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環境負荷の低減に向けた取組の状況

…省エネルギーのための取組…

○冷暖房中の室温調整

従前に配付した簡易温度計付きステッカーを利用し

た各研究室及び事務室の温度管理の徹底。

（夏季＝２８度以上、冬季＝２０度以下）

また、冷暖房中における窓、出入口の無駄な開放禁

止の徹底。

○クールビズ、ウォームビズの推進

６月１日～１０月３１日まで、執務室での軽装を実施。

簡易温度計付きステッカーの配布

環
境
負
荷
及
び
そ
の
低
減
に
向
け
た
取
組
の
状
況

NAGASAKI UNIVERSITY 51



従来の水銀灯ランプ外灯 省エネランプの外灯

○ノーマイカーデー運動の実施

・本学では、北海道洞爺湖サミット開催初日の平成２０

年７月７日と京都議定書が作成された１２月１１日の前後

を含む３日間の平成２０年１２月１０日～１２日の計４日間、

長崎県地球温暖化対策協議会の呼びかけによるノーマ

イカーデー（マイカー通勤の自粛）運動に全面的に協

力し、４日間で延べ４５６人が協力し、約２，４１２�の二酸
化炭素の排出量を削減しました。

この数値は、１世帯が１日に排出する二酸化炭素の

量の約１７０日分に相当します。

�省エネ機器の導入
・学内の外灯は、夜間の保安上必要不可欠なものですが、これまでの水銀灯ランプは、消費電力が大きいもので

した。近年、従来の器具と照度が同等で消費電力の少ない（４７％減）の器具に更新し、学内全団地の整備を行っ

ています。

この外灯照明器具は、消費電力が少ないとともにランプ寿命が６万時間と長寿命でランプ交換コストの軽減に

も寄与しています。

平成２０年度は、文教町２団地で外灯３基更新し、年間約１，２００kWh（２世帯相当分）を節減することができました。

・変圧器は、九州電力からの高圧電力を低圧電力に変

換するもので、電気設備では、重要な機器です。

この変圧器は、鉄と銅で作られていて、電気を使用

しても使用しなくても常に電力損失が発生します。近

年この損失を改善した変圧器の開発が促進されてきま

した。

建物改修に伴い、高効率変圧器を８台更新し、年間

約２３，０００kWh（４０世帯相当分）を節減することができ

ました。

高効率変圧器
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人感センサー付き階段照明器具

個別消灯中の事務室

節水型便器

�センサー付き照明器具の導入
建物改修に伴い、廊下及び階段等の通路部分は、人

が近づくと照明が点灯する人感センサー付き照明器具

を導入しました。

人感センサー付き階段照明器具を２９台更新すること

により、年間約２，３００kWh（４世帯相当分）を節減す

ることができました。

�節電
昼休み時間の消灯、パソコン類の電源OFF、使用

しないスペースの消灯の実施、夏期一斉休業及び照明

器具の個別消灯により、事務局においては年間約１，２００

kWh（２世帯相当分）を節減することができました。

�節水
トイレの便器を４４個節水型（従前比２３％減）に改修

し、年間約３，３００�（１３世帯相当分）を節水すること
ができました。
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…その他の取組…

◯「エコポスター２００８」表彰式を挙行

１月２６日、学長室において、地球温暖化防止運動の

一環として環境委員会が学内公募した環境対策等啓発

キャンペーンポスター「エコポスター２００８」の優秀作

品表彰式を挙行しました。

「エコポスター２００８」は、「ウォーム・ビズ部門」

「クール・ビズ部門」「CO２削減・温暖化防止部門」

の３部門について本学の児童・生徒・学生及び教職員

を対象に公募したもので、計２３４作品の応募がありま

した。

環境委員会で審査した結果、最優秀賞は、「ウォー

ム・ビズ部門」が教育学部附属小学校５年菅野いさな

さんの作品、「クール・ビズ部門」が同小２年山口諒

一郎君の作品、「CO２削減・温暖化防止部門」が同小

４年新屋京平君・田川昇太君・西村晃君が協同制作し

た作品に決定しました。また、「エコポススター２００８

大賞」には、新屋君らの作品が選ばれました。

表彰式では、田井村環境委員会委員長、濱理事、嘉

松附属小学校副校長、古野同小教頭及び保護者ら列席

のもと、片峰学長から受賞者へ賞状及び副賞が授与さ

れました。

その後の懇談では、片峰学長から「環境問題につい

て想像することは大事。みなさんもいろんなことを想

像し、夢を持ち続けよう」と祝辞があり、「エコポス

ター２００８大賞」の新屋君は、「今、地球温暖化が始まっ

ているから、温暖化を人々の力で無くして行こうと

思った」と作品の主旨を述べるなど、希望にあふれる

受賞者の意見が聞かれました。

エコポスター２００８大賞
CO２削減・温暖化防止部門最優秀賞 クール・ビズ部門最優秀賞 ウォーム・ビズ部門最優秀賞

山口諒一郎
（教育学部附属小学校２年）

新屋京平、田川昇太、西村 晃
（教育学部附属小学校４年）

菅野いさな
（教育学部附属小学校５年）
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◯教職員及び学生によるキャンパス清掃

・毎週偶数週の月曜日の始業前に、本学の教職員及び

学生が、文教キャンパス正門周辺等の清掃を行ってい

ます。

ボランティア活動として清掃を行うことにより、職

場・勉学・環境の向上を図り、また、ゴミの環境問題

を考えるきっかけとなるよう、自主的に行っているも

のです。

◯平成２０年度「夢募集」の表彰式を実施

・９月１０日、学生会館多目的室において、平成２０年度

「夢募集」の表彰式を実施しました。

今回で１０回目となる「夢募集」は、本学における「キャ

ンパスライフを活性化あるいは充実するための学生自

身の企画・提案」を募集するもので、７月１８日の募集

締切りまでに１９件の応募がありました。第１次審査で

その中から６件に絞り、８月２６日に行った第２次審査

発表会で、夢大賞１件を選考し、残る５件を努力賞と

しました。

表彰式は、福永理事及び審査員ら列席のもと行われ、

高山実施員長からの総括、管原審査員長からの総評に

続いて、齋藤学長から受賞者に表彰状と目録が授与さ

れました。

なお、大賞は環境科学部２年生森寛さんの「お水

１００％」で、「大学の環境保護を行いたいという思いで、

大学内の顔ともいえる中部講堂前ロータリーの池の浄

化を行い、水質を良くし、美しくしたい」というもの

です。
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○グリーン購入・調達の状況

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給面の取組」に加え、「需要面からの取組が重要である」という

観点から、平成１２年５月に循環型社会形成推進基本法の個別法のひとつとして「国等による環境物品等の調達の

推進等に関する法律（グリーン購入法）」が制定されました。

同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を推進すると

ともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより、需要の転換を図り、持続的発展が可能な社

会を構築を推進することを目指しています。また、国等の各機関の取組に関することのほか、地方公共団体、事

業者及び国民の責務などについても定めています。（グリーン購入ネットワークホームページより引用）

グリーン購入・調達の事例

・古紙や合法性の確認がとれた木材（森林認証材等）を使用した紙、再生材使用や詰替型等の事務用品、省エネ

性能の高い事務機器、低公害車、再生材を使用した原材料等

平成１９年度特定調達品目調達実績

分 野 �目標調達率 �総調達量 �特定調達物品
等の調達量

�特定調達物品
等の調達率

＝�／�

�目標達成率
＝�／�

紙類（７品目）

コピー用紙 １００％ １６６，７９８．００� ２４，４５２．００� １５％ １５％ ＊

フォーム用紙他 １００％ １４，３９８．００� １４，３９８．００� １００％ １００％

文具類（６８品目）

シャープペンシル他 １００％ １６，２９９本 １６，２９９本 １００％ １００％

ファイル他 １００％ １０，１７２冊 １０，１７２冊 １００％ １００％

事務用封筒（紙製） １００％ ３７８，６７１枚 ３７８，６７１枚 １００％ １００％

シャープペンシル替芯他 １００％ １１，９２１個 １１，９２１個 １００％ １００％

オフィス家具等（１０品目） １００％ ４，８８６台 ４，８８６台 １００％ １００％

ＯＡ機器（１７品目）

購入 １００％ ２，０７６台 ２，０７６台 １００％ １００％

リース・レンタル（新規） １００％ ２，５９３台 ２，５９３台 １００％ １００％

リース・レンタル（継続） １００％ ７１台 ７１台 １００％ １００％

記録用メディア・カートリッジ等 １００％ ２０，６５７個 ２０，４８７個 ９９％ ９９％

家電製品（４品目） １００％ １４２台 １４２台 １００％ １００％

エアコン等（２品目） １００％ ５４台 ５４台 １００％ １００％

照明（４品目）

蛍光灯照明器具 １００％ １４台 １４台 １００％ １００％

蛍光ランプ １００％ ３，５１８本 ３，５１８本 １００％ １００％

電球形状のランプ １００％ ９６個 ９６個 １００％ １００％

自動車（１品目） １００％ ３台 ２台 ６７％ ６７％

制服・作業服（２品目） １００％ ２３３着 １９３着 ８３％ ８３％

インテリア・寝装寝具（６品目） １００％ ２３９枚 ２３３枚 ９７％ ９７％

作業手袋（１品目） １００％ ５０３組 ５０３組 １００％ １００％

その他繊維製品（２品目） １００％ １２枚 １２枚 １００％ １００％

＊コピー用紙については、古紙パルプ配合率を満たす物品が全品調達できないため、目標達成率が低くなりました。
その他、目標値を達成していない品目も併せて、目標達成に向けて取り組んでいます。
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○千々石海岸の漂流漂着ごみ清掃

２００８年７月１７日�、橘湾に面した千々石海水浴場の
海開きシーズンにあわせて、千々石海岸に漂着したご

みの回収、清掃活動をおこなった。

実施にあたっては、環境科学部環境教育研究マネジ

メントセンター・長崎県環境部・雲仙市の三者に加え、

長崎海上保安部とも連携した。また、「雲仙市温暖化

防止対策・ESD協議会」を構成する地域住民にも参

加を呼びかけ、環境科学部の学生ボランティアととも

に汗を流した。

今後は、雲仙市における学生と地域住民とが協力し

て取り組む地域活動として定着したものとなるよう、

継続して実施の予定である。

○平成２０年度６月 環境月間街頭キャンペ－ン参加

地球温暖化をはじめとする環境問題に対する県民の

理解と関心を深めるとともに、環境保全に関する意識

の高揚・啓発を図り、環境保全活動を広めていくこと

を目的に、平成２０年６月１日、長崎県・長崎市主催の

「環境月間街頭キャンペ－ン」が長崎市の「浜の町ベ

ルナ－ド観光通り」で開催された。本催しに長崎大学

教育学部糸山研究室と長崎大学環境サ－クル「っじゃ

すみん」の学生が自主参加してキャンペ－ンを盛り上

げた。

○学園祭期間中に１０種類のごみ収集・分別を学生が実施

「長崎大学エコマジック」サ－クルの学生が平成２０

年１１月２１日～２３日の３日間開催された学園祭期間中に、

ごみのきちんとした収集・分別を実施するために、学

内で平常時使用しているごみ箱を一時封鎖した上で、

代替のごみ箱を設置して１０種類のごみの収集・分別を

実施した。

○放置自転車再生

最近キャンパス内で放置自転車が増加している。学

生の自主活動団体の「自転車再生委員会」は、大学側

で所有権解除手続きを行った放置自転車を引き取り、

修理、再生して利用希望者と誓約書を交わした上で提

供を行いREUSE活動を行った。さらに、一般からの

修理等も実施し、自転車の使い捨て防止、継続使用等

についてイベント等で啓発活動を行った。

平成２０年度実績は回収自転車１３０台（部品取り用車

体も含む）を６２台に再生して、学生と一般に５８台提供

した。

6 学生の自主活動
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�サイエンスワールド（SW）in 宇久 ２００９年２月２２日

子ども達が本来持っている科学・技術への興味・関心を揺さぶり、その面白さを体感してもらい、更には自然

に対する豊かな感性、環境問題への関心を育成することを目的として、教育学部生１９名が実行委員会を立ち上げ、

大学教員８名、現地教員１５名の協力の下、１４０名の参加者を得て開催しました。準備の段階から実践の場を通し

て、内容の企画、大学の先生・現地の方々との連携など、さまざまな苦労がありました。しかし、そういった苦

労の中で子どもたちの純粋な笑顔や、離島の人々の温かさに触れ、人と人のつながりといったものを改めて感じ

ることができました。大学での講義では決して学ぶことのできない非常に貴重な経験を積むことができたと思い

ます。

�海岸環境教室「海の環境博士になろう」in 長崎市科学館
この事業は、学生の提案による大学と公共施設の連携授業です。以前に比べ、ふだんの生活で海に行く機会が

激減している子どもたちに、海の現状、海の面白さや楽しさ、不思議さを知り・発見する機会を作りたいと考え、

この企画を提案しました。内容は、漂着物を通して、海の現状や環境面での問題点、私たち（自分）にできるこ

とを考えてもらう講義が１時間と、漂着物を使ったクラフトづくりが１時間です。１１月２９日１０～１２時に長崎市科

学館実験室で、小学生９名を対象に実施しました。海や漂着物に、もともと興味があった子どもたちが多く、実

物を提示しながら進めた授業なので、とてもスムーズに行えました。大学で学んだ知識を活用でき、今後の進路

選択に参考になりました。
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環境報告書 Vol．５ ２００９年５月２８日

《ISO１４００１認証取得》

長崎大学生活協同組合は、２００４年１月２８日に ISO１４００１認証取得をいたしました。
当時、大学生協単独での取得は全国初であり、同時に取得した鹿児島大学生協、佐賀大学生協とともに全国
の大学生協の認証取得に向けた活動の草分けとなりました。
長崎大学生協は、組合員とともに環境保全活動を推進し、環境配慮に貢献できる学生を育成することで「長
崎大学環境配慮の方針」の実現に貢献し、社会的に価値ある存在になりたいと願っています。

7 長崎大学生活協同組合との連携
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専務理事（常勤役員）�

内部環境監査員�

環境管理責任者� 環境管理委員会�

ＩＳＯ事務局�

総務部�文教食堂�文教店�

《環境方針》

長崎大学生協は、組合員の意志によって作られました。長崎大学生協の役割は、協同互助の精神に基づき
民主的運営により組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目的としています。
環境保全活動が商品、サービス、及びすべての活動の基礎的な取り組みであると認識し、可能な範囲にお

いて、目的・目標を設定し、見直す枠組みを与え、環境保全活動を以下のとおり、継続的改善と汚染の予防
を推進します。

�環境側面に関係する法規制、条例、その他受け入れを決めた要求事項を遵守します。
�長崎大学生協文教キャンパス施設において、電気、ガス、水の使用料削減、廃棄物の削減、リサイクル活
動をすすめます。

�環境保全活動を推進するため、環境マネジメント推進組織を整備し、全職員が活動できるようにします。
�内部環境監査を実施し、自主管理による環境マネジメントシステムの維持向上に努めます。
�環境教育、内外の公表を行い、全職員の環境方針の理解と環境に関する意識の向上を図ります。

＝＝環境方針はパンフレットなどを作成し、長崎大学生協内外に広く公表します。＝＝

２００８年２月１３日
長崎大学生活協同組合 専務理事 山下 毅

《環境管理体制組織図》

《２００８年度活動記録》
・環境管理委員会（６／１１、７／７、１０／１４、１１／１２、１１／２５、１２／１８、１／７、２／３）
・内部環境監査（１１／１９）
・一般教育（７／２３、７／２４）
・管理者研修（７／３１）
・内部監査研修（８／６、８／７）
・初期研修（随時）
・定期サーベイランス（１２／２２）
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《環境目標》 （環境マネジメントプログラムより）

１．電力の使用量削減
�照明器具の適切な管理による節電
�エアコンの温度管理による節電
�コピー機やパソコンの適切な管理による節電
�手順書に基づいて運用管理

２．ガスの使用量削減
�エアコンの適切な管理による削減
�エアコンの温度管理による削減

３．水の使用料削減
�手順書に基づいた運用管理

４．生ゴミ廃棄の削減
�手順書に基づいた運用管理

５．弁当容器のリサイクル率アップ
�リサイクルの組合員への広報
�内部作業として売れ残り弁当容器のリサイクル
�より効果的な回収方法の検討と実施

《２００８年度の取り組み状況》

１．電力の使用量削減
文教キャンパスの生協施設の電気使用量を削減し、
環境負荷の軽減と同時に施設のコスト抑制に貢献
することを目的に、取り組んでいます。

照明、コピー機、パソコン、エアコンの適切な管
理により、２００８年度は２００５年度の３％の削減を目
標にしていました。

昨年度の合計数値からは減少させていますが目標
数値に達していません。
環境管理委員会で確認しているプログラムでは是
正処置までは行わない許容範囲内ではありますが、
今後の取り組み方について議論が必要な状況です。

２．ガスの使用量削減
文教キャンパスの生協施設のガス使用量を削減し、
環境負荷の軽減と同時に施設のコスト抑制に貢献
することを目的に、取り組んでいます。測定数値
は文教店のエアコンの都市ガス使用です。

エアコンの適切な管理により、２００７年度は２００５年
度の２％削減を目標にしていました。

これまで、ガス料金の数値でデータを取ってきま
したが、原油高の影響で単価が大幅に変わったた
め、使用量での数値に変えました。
０７年３月～５月は正確な数値が調査できないため、
前後の単価から判断した数値としています。
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■ 文教食堂水の使用料（�）３．水の使用量削減
文教食堂で使用する水の使用量の削減に２００６年度
から新たに取り組み始めました。
２００８年度は２００５年度の４％削減を目指すことで取
り組みました。

「蛇口を開けたままにしない」「食器洗浄機の運
用管理」など、厨房内での細かな取り組みが大き
く数字に反映してきています。

大きく削減してきていますが、同規模の他大学生
協食堂に比べると多い状況です。厨房内での水の
運用や厨房機器の使用量など、視点を変えて更な
る対策を検討する必要があります。

４．生ゴミ廃棄の削減
文教食堂は生ごみ廃棄量が年間１００トン未満であ
り、食品リサイクル法の適用は受けませんが、自
主的に生ゴミ削減の取り組みを開始しました。

年々、利用者数が増え、食数も増えています。環
境管理委員会では、目標値の設定については食数
の伸張率を加味することを決め、昨年６月から見
直しを行いました。

５．弁当容器のリサイクル
生協オリジナル弁当の容器を回収し、別用途での
再利用を図ることにより、ゴミの量を軽減するこ
とを目的に取り組んでいます。

２００４年度は回収方法・再利用方法を調査・検討す
る段階を目標としてスタートし、２００５年１月より、
丼類の弁当容器の回収を開始しました。
０５年３月～０６年２月の回収状況は累計で回収率
２８％でした。

２００８年度は６０％を超える回収率となっています。

環境系サークルが店内にリサイクル推進のポス
ターを掲示するなど、組合員参加型の活動が始
まっています。

今後は、回収方法、回収場所の新たな検討が必要
となっています。

■ 生ゴミ廃棄量（�）

■ デポジット弁当容器回収（個）
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2006年度合計　21,180kg�
2007年度合計　18,880kg

2008年度合計　15,990kg

■ 段ボール回収量（�）６．その他
環境プログラムとして設定していませんが、ダン
ボール回収・再利用（全体）コピー用紙利用削減
（文教食堂）も引き続きデータを取りながら活動
しています。

その他、カップ自販機紙カップのデポジットによ
る回収やペットボトル回収の取り組みをおこなっ
ています。

長崎県のゴミゼロ長崎推進会議から環境活動の優秀団体として
表彰されました。この間のゴミの減量やリサイクルの推進などの
活動での実績評価をいただいています。
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記載事項等の手引き
環境報告ガイドライン（２００７年版）

による項目
長崎大学環境報告書２００８

目次

［１］事業活動に係る環境
配慮の方針等

（告示第２の１）

［１］基本的項目
BI‐１経営責任者の緒言
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１環境マネジメントの状況
（MP‐１‐１事業活動における環境配慮の方針）

学長緒言

長崎大学環境配慮の方針

［２］主要な事業内容、対
象とする事業年度等

（告示第２の２）

［１］基本的項目
BI‐２報告にあたっての基本的要件
BI‐３事業の概況（経営指標を含む）

はじめに
１ 活動概況

［３］事業活動に係る環境
配慮の計画

（告示第２の３）

［１］基本的項目
BI‐４環境報告の概要
（BI‐４‐２事業活動における環境配慮の取組に関する
目標、計画及び実績等の総括）

２ 環境配慮の計画と実績の要約

［４］事業活動に係る環境
配慮の取組の体制等

（告示第２の４）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１環境マネジメントの状況
（MP‐１‐２環境マネジメントシステムの状況）

３ 環境マネジメントシステム
・組織体制
・環境配慮の取組の経緯

［５］事業活動に係る環境
配慮の取組の状況等

（告示第２の５）

［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた
取組の状況

OP‐１総エネルギー投入量及びその低減対策
OP‐２総物質投入量及びその低減対策
OP‐３水資源投入量及びその低減対策
OP‐４事業エリア内で循環的利用を行っている物質量

等
OP‐５総製品生産量又は総商品販売量
OP‐６温室効果ガスの排出量及びその低減対策
OP‐７大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減

対策
OP‐８化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
OP‐９廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその

低減対策
OP‐１０総排水量等及びその低減対策
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐６グリーン購入・調達の状況
MP‐８環境に配慮した輸送に関する状況

５ 環境負荷及びその低減に向け
た取組の状況

・環境影響の全体像
・環境負荷の状況
・環境負荷の低減に向けた取組
の状況

［６］製品・サービス等に
係る環境配慮の情報

（告示第２の６）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１２環境負荷低減に資する製品・サービスの状況
［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた

取組の状況
OP‐５総製品生産量又は総商品販売量

４ 環境の保全に関する教育研究
活動

・環境教育活動
・環境研究活動
・国際連携活動
・産学官連携活動
・地域連携活動

［７］その他
（告示第２の７）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐２環境に関する規制の遵守状況
MP‐１０環境コミュニケーションの状況

６ 学生の自主活動
７ 長崎大学生活協同組合との連

携

事業者の創意工夫により充
実が望まれる項目

［１］基本的項目
BI‐４環境報告の概要
BI‐５事業活動のマテリアルバランス
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐３環境会計情報
MP‐４環境に配慮した投融資の状況
MP‐５サプライチェーンマネジメント等の状況
MP‐７環境に配慮した新技術、DfE 等の研究開発の状

況
MP‐９生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用

の状況
MP‐１１環境に関する社会貢献活動の状況
［４］環境配慮と経営との関連状況
［５］社会的取組の状況
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環境報告ガイドライン等との対照表
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